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はじめに
　2011（平成 23）年 3月 11 日（金）に発生した東日本大震災 1 は，多くの人々の生命・財産
を奪い，人々の日常生活を支える品々の生産と流通の機能を停止させた。石鹸，洗剤，紙製品，
衛生材料はじめさまざまな日用雑貨品の供給も，一時的にせよ途絶えて欠乏し，被災者の日常
生活に大きな支障をきたすことになった。
　本稿では，食料品とならぶ必需品であるこれら日用雑貨品の製造企業，卸売企業および小売
企業が，東日本大震災の際にどのような状況に置かれ，そしてどのようにして生産・流通機能
の回復と被災地の支援に努めたかについて検証することにしたい。これによって，それぞれの
復旧や支援の特徴をできるだけ明らかにし，今後の自然災害の発生時に想定される日用雑貨品
の流通過程の全般にわたる課題とその対策の方法を探る一助としたい。
　そこで，まず震災の発生とそれに付随して発生した津波や原発事故の概要や，交通や生活上
のインフラの機能停止，生活必需品の不足などの状況を概観し，東日本大震災の規模と範囲や，
それが与えた被害の程度を確認しておくことにしたい。そして，被災者に対してとられた政府
や自治体の緊急対策について整理しておくことにしたい。
　そのうえで，まず商品の根源的供給者たる製造企業の被災状況と対応および支援の活動につ
いてみてみることにする。ついで，商品の流れからみて被災者の最前線に位置する小売企業の
被災状況と商品供給努力について検証することにしたい。さらに，製造企業と小売企業の中間
にあって，商品供給の流れの円滑化と合理化を担っている卸売企業の被災状況と復旧への貢献
についてみてみることにしたい。これら製造・中間流通・小売のそれぞれの機能を遂行する民
間企業は，政府や自治体の支援活動の一翼を担う役割を果たすと同時に，独自に支援と復興を
担う立場でもある。したがって，これら企業の震災後の動きを確認しておくことは，災害時の
政府や自治体の施策をみるうえでも，また災害時の生活必需品の供給システム全体を再検証す
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るうえでも重要であろう。
1．震災の発生と被災状況
（1）地震・津波と原発事故
　メーカーや小売企業および卸売企業の検討に先立って，まず地震の発生とそれによる人的・
物的な被害，および付随して発生した原発事故の概要について，確認しておくことにしたい。
①地震の規模と範囲
　まず，地震は，2011（平成 23）年 3 月 11 日の 14 時 46 分に発生した。三陸沖を震源とし，
マグニチュード 9 というかなり大きな規模であった。1900 年以降に世界で発生した地震では，
4 番目の規模であった 2。各地の震度は，震度 7 が宮城県北部，震度 6 強が宮城県南部・中部，
福島県中通り・浜通り，茨城県北部・南部，栃木県北部・南部，震度 6 弱が岩手県沿岸南部・
内陸北部・内陸南部，福島県会津，群馬県南部，埼玉県南部，千葉県北西部であった。震度 5
強になると，さらに広く，青森県の太平洋側から東京 23 区を含む関東地域にまで及んだ 3。
　そして，14 時 49 分に津波（大津波）警報が発令された。15：18 分の大船渡の 8 メートル以
上の津波をはじめとして，釜石（15 時 21 分，4.20m 以上），石巻市鮎川（15 時 26 分，8.6m
以上），宮古（15 時 26 分，8.5m 以上），えりも町庶野（15 時 44 分，3.5m），相馬（15 時 51 分，
9.3m 以上），大洗（16 時 52 分，4.1m）など，広範囲にわたって大津波に襲われた 4。気象庁
の現地調査によると，津波の痕跡からみて，16.7m に達する地点もあったと推定されている 5。
　余震も続いた。同日の 15 時 15 分には茨城県沖を震源とする震度 6 強の地震が発生し，しば
らく経った 4 月 7 日には宮城県沖を震源とする震度 6 強の地震が発生した。その 4 日後の 4 月
11 日には福島県浜通りを震源とする震度 6 弱の地震，その翌日の 4 月 12 日にも福島県中通り
を震源とする震度 6 弱の地震がそれぞれ発生し，長期化の様相を呈した。余震域の外とみなさ
れた地域の長野県北部で 3 月 12 日，静岡県東部で 3 月 15 日に，それぞれ震度 6 強の地震が発
生し 6，小松左京の『日本沈没』をイメージした者も少なくなかった。
②被害の概況
　人的被害は，地震発生から約 2 ヶ月半後の 5 月 30 日時点で，死者 15,270 名，行方不明者 8,499
名，負傷者 5,363 名にもなった。明治以降の自然災害では，関東大震災の死者・行方不明者の
約 10 万 5,000 人に次ぐ深刻な被害者数となった。115 年前の 1896（明治 29）年の 6 月 15 日に
発生した明治三陸地震津波による死者・行方不明者数がこれ次ぐ約 22,000 名である。死者・
行方不明者の多くは津波によるもので，12 都道府県に及んだ。高い津波の観測された宮城県（死
者 9,122 名，行方不明者 5,196 名），岩手県（死者 4,501 名，行方不明者 2,888 名），福島県（死
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者 1,583 名，行方不明者 411 名）などで犠牲者が多かった 7。
　建築物の被害は，5 月 26 日時点で全壊 102,923，半壊 58,817，一部破損 304,181 とされた。
津波による浸水面積は，全国で 561km2 と推計されている 8。火災も発生した。沿岸の市街地
や石油コンビナート施設，危険物施設などでの火災が確認された。発生件数は 1 都 11 県で
313 件，このうち最多は宮城県の 163 件であった 9。
③原子力発電所の事故と避難指示
　3 月 11 日の震災とそれにともなう津波により，東京電力福島第一原子力発電所は，電源の
喪失と海水による冷却機能喪失などの事態が発生した。運転中の 1 号機と 2 号機および 3 号機
では，原子炉が停止した後に必要な炉心の冷却ができなくなり，炉心融解が引き起こされた。
高温となって燃料被覆管が損傷し，水蒸気との化学反応で大量の水素ガスが発生した。結果と
して，1 号機では 3 月 12 日 15 時 36 分頃に，3 号機では 3 月 14 日 11 時 00 分頃に，炉心内で
発生した水素ガスが原子炉建屋に漏出して爆発した。4 号機でも，3 号機の水素ガスが流入し
て 3 月 15 日 6 時 10 分頃に爆発した。爆発により，建物上層部が破壊され，大量の放射性物質
が放出された 10。
　政府は，敷地境界内の放射線量が毎時 0.5mSv を超えるなど状況が深刻化したため，爆発前
の 3 月 11 日の 21 時に，周辺住民に対して「半径 3km 圏内避難，10km 圏内屋内待避」を指
示した。その後，原子炉格納容器圧力の異常上昇や水素爆発の発生などの状況悪化により，「半
径 10km 圏内避難」，「半径 20km 圏内避難」，「20 ～ 30km 圏内屋内待避」と避難範囲が繰り
返し拡大された。この事故による避難住民は，最終的に約 15 万人に達したとされる 11。
（2）交通インフラの被害と復旧
　地震によって，鉄道や道路および船の発着する港湾にどのような被害があったかについてみ
ておこう。
①鉄道・道路の被害と復旧
　地震の直後，JR 東日本や私鉄の各路線で運転が止まった。前年の 12 月 4 日に新青森まで延
伸した東北新幹線も止まったが，段階的に運転を再開し，4 月 29 日にいたって全線で運転が
再開された。2011 年 5 月 31 日時点では，東北地方を中心に 9 事業者 20 路線の全線または一
部区間が不通のままであった 12。
　道路は，東北自動車道をはじめとする高速道路や国道が通行止めとなった。とくに，太平洋
沿岸の国道 45 号線（宮城県仙台市～青森市）の各所が寸断されたのは，大きな課題となった。
東北地方へのアクセス経路を確保するため，いわゆる「くしの歯」作戦が実行に移された。ま
ず，南北の幹線である東北自動車道（埼玉県川口市～青森市）と国道 4 号線（東京都中央区日
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本橋～青森市）の縦軸ラインについて，地震発生翌日の 3 月 12 日に，緊急輸送ルートとして
の機能を確保させた。それとともに，この内陸部の縦軸ラインから太平洋沿岸に向けての東西
方向の国道を確保することとにした。まず啓開された横の経路は 11 ルートで，3 月 15 日には
予定の 15 ルートが確保された。そして 3 月 18 日には，国道 45 号線の啓開作業がおおむね完
了した。
　物流面での大動脈となる東北自動車道は，地震発生から 13 日後の 3 月 24 日には一般車両の
通行が可能となった。また，それから 6 日後の 3 月 30 日には，太平洋側の常磐自動車道も，
福島第一原子力発電所の規制区間を除いて，一般車両の通行が可能となった。
　国道 45 号線と国道 6 号線は，福島第一原子力発電所の規制区間を除いて，地震発生から約 1 ヶ
月後の 4 月 10 日に，迂回路の確保なども含めて応急的復旧をおおむね終えた。福島第一原子
力発電所の規制区間内の国道 6 号線についても，一時立ち入りに間に合うように，5 月 8 日に
は迂回路を含めた応急的な復旧をほぼ完了した。
②港湾と空港の被害と復旧
　震災により，青森県の八戸市から茨城県にいたる太平洋側のすべての港湾機能が停止した。
しかし，復旧も急がれ，津波警報・注意報が解除された後の 3 月 14 日から，主要な港で，障
害物を取り除く作業が進められた。その結果，3 月 15 日の釜石港と茨城港（常
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）を
はじめとして，3 月 24 日までに，一部の岸壁の利用が可能となった。これにより，緊急物資
や燃料の搬入ができるようになった 13。
　空路については，仙台空港と茨城空港（百里飛行場）および花巻空港で被害が発生し，仙台
空港と茨城空港が閉鎖された。このうち，茨城空港は，3 月 14 日から運航が再開された。津
波の被害があった仙台空港では，3 月 16 日から，救援物資の輸送機に限り，滑走路 1,500m が
暫定的に使用された。そして 4 月 13 日には，民間機の就航が再開された 14。
（3）ライフラインの供給停止と復旧
　次に，生活に関わる電力・ガス，生活用水に関わる上水道，排水に関わる下水，通信および
放送，さらに石油やガソリンの供給などがどのような影響を受けたのかについてみておくこと
にしたい。
①電力・ガスの供給停止と復旧
　震災発生直後から停電となり，翌 3 月 12 日 20 時現在でも，東北 6 県で約 259 万戸が停電し
たままであった。このうち，岩手県と宮城県は全域で停電していた。秋田と山形両県は，3 月
12 日の夜までに全戸の停電が解消した。3 月 13 日 20 時時点で，青森，岩手，宮城，福島の各
県で 139 万 238 戸が停電したままであった。その後，停電戸数は，3 月 15 日 20 時時点で 62
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万 3,765 戸，19 日 20 時現在で 25 万 9,600 戸と減っていった。最も停電戸数が多かったのは宮
城県であったが，そのなかで復旧が早かったのは，仙台市青葉区の中心部や宮城野，若林，太
たい
白
はく
，泉各区の一部であった。復旧には，3 月 15 日現在で，東北電力とその協力会社の従業員
約 5,930 名のほか，北海道電力や中部電力から約 740 人の応援の人々が当たっていたという 15。
　都市ガスは，延べ 48 万戸への供給が停止した。他の地域の都市ガス供給者からの応援もあっ
て，5 月 3 日まで，家屋流出地域を除いて，約 42 万戸が復旧した 16。
　このうち仙台市ガス局は，都市ガスを製造している港工場（宮城野区）の操業が不可能にな
り，大震災発生直後に供給を停止した。港工場には 10 メートル前後の津波が押し寄せ，液化
天然ガス（LNG）タンクを除く主要設備が甚大な被害を受けた。復旧に際しては，全国の関
係者の応援を得ながらガス管の点検や修理も進め，まず病院など生命に関わる施設，次に一般
家庭，その次に大口事業者という順で早期の復旧を目指した 17。
②水道・下水道・工業用水の被害と復旧
　水道は，187 市町村の水道施設が被災して，1 時期，約 220 万戸が断水した。被災水道事業
者は，全国の水道事業者の応援を受けて，復旧活動に当たったが，地震発生から 2 ヶ月余り経っ
た 5 月 20 日でも岩手，宮城，福島の 3 県で約 65,000 戸以上が断水したままであった 18。
　宮城県災害対策本部によると，3 月 13 日現在で，県内 35 市町村のうち 22 市町村で給水に
支障を来していた。このうち全戸断水は石巻，名取，角田，岩沼，栗原，東松山の 6 市と，村
田，柴田，山元，利府，富谷の 5 町に及んだ。一方，同本部が 3 月 13 日 14 時時点でまとめた
情報によると，仙台市内各地で断水や減水が発生し，断水人口は約 50 万人に達するとみられた。
仙台市の浄水場はフル回転で稼働し，水道局は復旧を急いだ。小学校を中心に市内各所に，非
常用飲料水の貯水槽が設置された 19。
　他方，1 都 12 県で 120 箇所の下水道処理施設も被災した。5 月 30 日現在で，不明の 9 施設
を除いて，93 施設で正常稼働とほぼ同じ処理が行われるようになったが，18 箇所は稼働が停
止したままであった。このうち 13 箇所では，沈殿・消毒による暫定的な簡易処理などの応急
措置が講じられた 20。
　ポンプ施設も，7 県で 112 箇所の被災が認められたが，5 月 30 日現在では，不明の 1 施設を
除き，稼働停止は 29 施設へと減った 21。
　下水管・マンホールも，被害が確認された。5 月 30 日までの目視調査で，137 市町村などの
下水管 66,086km のうち，957km で被害が確認され，21,504 箇所のマンホールも被害があった
とされている 22。
　工業用水は，13 都県 44 事業が給水停止となった。被災事業者の一部は，他事業者からの応
援を得ながら仮復旧作業を進め，5 月 31 日まで 43 事業で供給を再開した 23。
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③通信・放送関係の被害
　電話の固定回線（加入電話と ISDN）は，最大で約 100 万回線が停止した。携帯電話の基地
局の停波は，最大で約 14,800 局（4 社計）であった。5 月 30 日時点で固定回線の停止は約
12,000 回線に，携帯電話の基地局の停波は約 440 局に減少した 24。
　放送関係では，宮城県のテレビ中継局が 5 月 31 日時点で 56 箇所中 2 箇所で停波中であった。
停波中 2 箇所の内訳は，停電箇所が 1 箇所で，損壊箇所が一箇所であった。総務省では，放送
手段の確保を求める被災 23 市町からの申請を受けて，FM 放送の臨時放送局の開設を臨機に
許可した。さらに，1 万台の携帯ラジオを被災地に配布した 25。
④石油関連施設の操業停止
　地震によって，6 箇所の製油所で操業を停止した。5 月 14 日現在で 3 箇所が再稼働した。し
かし，出荷設備や桟橋や貯蔵タンクなどの火災があった 2 箇所を含む 3 箇所では，操業が止まっ
たままであった 26。
　石油の流通施設では，塩釜の油槽所の被災をはじめとする施設の損傷があった。このため，
東北地方の主要な元売系列のガソリンスタンド 1,137 箇所が営業停止となって，ガソリン不足
が発生した。まだ寒い時期の東北地方では，灯油も不足した 27。
　震災翌日の午前から，仙台市青葉区の出光仙台一番町サービスステーションには，100 台以
上の車が列を成した。仙台市内で営業していた数少ないガソリンスタンドのひとつで，2010
年の夏に災害用発電機を整備したので停電時でも給油可能となった。この SS では，緊急車両
を優先しつつ，一般車両にも 2,000 円分を上限に給油した 28。3 月 13 日には，若林区のガソリ
ンスタンド前に，開店予定時刻の 8 時前には 2 カ所の交差点をコの字の形で囲むように，数百
メートルに及ぶ車の列となった。灯油用のポリ容器を持った人も続々とやってきたが，開店時
間になっても従業員は現れず，結局，この日は開店しなかったという。停電によって手動によ
る供給をせざるを得なかったが，人的余裕がなく営業できなかった店舗もあったのである 29。
　その後，徐々にガソリンスタンドの営業が再開されていった。5 月 30 日時点で，東北地方
の主要な元売系列ガソリンスタンド 3,070 箇所のうち，2,937 箇所が稼働し，安定的な供給に
向かっていった 30。
（4）生活必需品の不足とその要因
　震災にともなう生産停止と流通経路の遮断によって，被災者には生活必需品の不足が発生し
た。震災発生から数日後のその概要と，不足の要因の一端をみておこう。
①被災地での生活必需品の不足
　被災地では，食料をはじめ，生活に必要な物資がほとんど不足した。後述するように，コン
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ビニやスーパーは，店頭販売も含めて消費者への食品や日用品の供給に努める。しかし，すべ
ての店舗が開店しているわけでもなく，これらの閉店とファストフード店の休業によって，身
近な購買経路も断たれた。営業休止に追い込まれる店舗が多いなかで，開店したスーパーなど
には長蛇の列ができたが，そこでも必要なものを十分には買えなかった 31。
　多くの被災者が身を寄せた避難所でも同様であった。宮城県は，3 月 14 日 18 時現在で避難
所で過ごす人が約 32 万人と最も多いと報じられた。いずれの避難所でも，食料品や医薬品，
防寒具が足りず，幼児が風邪を引くようなことも報じられた。高齢者の薬や幼児のミルクなど
も不足した。非常用電源の A 重油，車のガソリン，暖房用の灯油も不足した。孤立状態にあ
る被災者は 900 人以上と報じられ，ヘリコプターによる食料の投下も始められた。
　震災発生から 5 日経った時点で被災者が求めた主な物資は，水，ガソリン，灯油，米，パン，
レトルト食品，カップ麺，カセットコンロ・ボンベ，プラスチック製食器，歯ブラシ，粉ミル
ク，おむつ，お尻拭き，ティッシュペーパー，ハンカチ，生理用品，衣類，下着，毛布，乾電
池，ロウソク，薬，マスク，ストーブ，仮設トイレなどであった。
②物流と生産の停滞
　物資不足の大きな要因の 1 つは，物流と生産の停滞であった。それは，主要幹線の寸断と燃
料不足および計画停電などによるものであった 32。
　首都圏と東北の間の輸送は，ほとんどがトラックに依存していたが，前述のように，緊急車
両を除いて，東北自動車道は 3 月 24 日まで，常磐自動車道も 3 月 30 日まで，それぞれ通行止
めとなった。
　この大動脈の寸断のため，運送会社は，東北行きの荷物の受け入れを停止せざるを得なかっ
た。JR 東北線も運休となり，海上輸送は，青森県八戸市から茨城県までのすべての太平洋岸
の港湾の機能が停止した。
　部分的に輸送が開始されたが，通常の物流にまで復旧しなかった。運び込めるのも，物流の
拠点施設までであった。その先のスーパーやコンビニなどの消費者との通常の接点まで，十分
に商品が届けられなかった。トラックの燃料も不足して，隅々まで運ぶこともできなかったの
である。
　東京電力管内で始まった計画停電も，メーカーの生産活動を停滞させる要因となった。後述
するように，製紙企業では，自家発電装置のない工場で取水できないため，生産効率が落ちる
ということがあった。さらに，製薬メーカーなどは，停電によって無菌室が使えないので薬の
供給上，大きな影響が出ることが懸念されたのである。
　生産から消費者にいたる物流の過程で，メーカーも流通業者も中間在庫を削減する方向で合
理化してきたが，それが緊急時の物資不足には裏目に出た面もあったのである。
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③避難地点への配送の遅れとその要因
　震災発生から 5 日後の 3 月 16 日の時点では，各地からの救援物資が届いていたが，先にも
ふれたように，避難所など実際の需要者のもとには行き渡っていなかった。たとえば，宮城県
石巻市では，集積基地になっている石巻市の公園には，全国から，水，食料，薬などの救援物
資が届けられて集積していた 33。しかし，津波被害の大きかった沿岸部では，市や町の職員が
行方不明になるなどして，各地の避難所などへ運ぶ人手が足りず，届けられなかった。
　指定避難所以外のパチンコ店，信用金庫，病院に身を寄せていた人もいて，通信事情の悪さ
から所在地の把握に時間がかかったことも，行き渡らない要因のひとつであった。
　岩手県大船渡市役所の地下にも，各地からの食料や毛布が積み上がっていて，物資を運んだ
際に必要物資を聴いて次回に反映させていた。しかし，多くの市町村合併によって成立した自
治体の面積が広く，旧自治体の生活圏が各地に点在していた。このため，配送の間隔が大きく
なり，希望を反映させるのも遅れがちとなった。
　岩手県の陸前高田市の避難所の一つは高台の火葬場であった。そこに通じる唯一の道路は，
津波による瓦礫で通行止めになった。建設業者が道を切り開いてくれた道も，3 月 15 日に降っ
た雪でぬかるんで通れなくなったという。
　復旧した釜石港では，3 月 16 日に名古屋から着いた船から，非常食 1,800 食，水 1,800 リッ
トルなどの支援物資を荷揚げできない事態が発生した。一時保管すべき倉庫が津波で流され，
トラックもなかったのである。市の担当者によると，運転手の手配が間に合わず，ガソリンも
足りなかったという。
　福島県では，沿岸部を中心に救援物資が届かず，佐藤雄平知事は 3 月 16 日に管直人総理に
電話で福島県内の物流を支援するように要請した。運送会社のトラックが被爆を恐れて，途中
で積み荷を置いて帰ったり，タンクローリーが途中で引き返したケースもあったのだという。
このため福島県では，運ばれた物資を避難所まで届けてくれるよう自衛隊に要請したのである。
④遠隔地での買いだめと奢侈品離れ
　ところで，被災地と離れた首都圏や関西地域でも，保存食品をはじめ，ガソリン，電池，ラ
ジオ，懐中電灯，LED やガス式のランタンなどを消費者が買い求める動きが激しくなった。 
巨大地震を目の当たりにして，備えのための物資を確保する心理が募ったとみられる 34。ただ，
大阪を含む西日本では，被災地の東北や品薄の関東へ送るために，買い求める者も多かっ
た 35。
　他方で，当然のことながら，日常生活の必需品ではない奢侈品の店は，計画停電による店の
休業もあって客足が遠のいた 36。
　被災地や首都圏で日用品を買いだめる動きは，供給が満たされるとともに沈静化していった。
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震災の発生から 3 週間ほど過ぎた頃になると，サービスや娯楽でも客足が回復に向かった。こ
れは，心理的な落ち着きだけではなく，通常の購買行動こそが復興に貢献するという考え方が
広まってきたためでもあった 37。
2．生活支援物資の緊急対応
　必要不可欠な生活物資の不足に対して，まず政府がどのような政策をとったのかについて確
認しておこう。
（1）被災者生活支援特別対策本部の設置
　政府は，地震発生当日の 3 月 11 日の 15 時 14 分，閣議決定により，内閣総理大臣を本部長
とする緊急災害対策本部を設置した。この時点では，まだ東北地方太平洋沖地震と呼ばれた大
規模な地震による災害の応急措置を強力に推進するためである。「災害対策基本法」（昭和 36
年 11 月 15 日法律第 223 号）にもとづくものであり，同法制定以来初めての内閣総理大臣を長
とする本部であった 38。
　3 月 17 日の第 12 回目の緊急災害対策本部会議では，「東北地方太平洋沖地震による被災者
の生活支援が喫緊の課題であることにかんがみ，政府における体制の一層の強化を図るため，
平成 23 年（2
（ママ）
011 年）東北地方太平洋沖地震緊急災害対策本部の下に，被災者生活支援特別対
策本部を置く」ことを決定した。孤立した避難場所等の解消，被災地への物資の輸送・補給，
ライフラインの復旧，仮設住宅の建設，被災廃棄物の処理，遺体収容・埋葬対策，被災者・避
難者の受入対策が主な任務とされた。被災者の生活支援に関しては，関係行政機関，地方自治
体，企業や関係団体などとの調整を行って，総合的かつ迅速に取り組むとされた 39。
（2）物資調達活動と実績
　緊急対策本部と被災者生活支援特別対策本部（3 月 20 日以降はこの本部が中心）は，実情
に合わせた効率的な支援を実施するため，被災市町村の物資需要をまとめた各被災県の要請に
もとづいて対応した。すなわち，関係省庁，関係団体，企業の協力を得て必要な物資を調達し，
県が指定する物資集積拠点へ輸送し，そこから地方公共団体や自衛隊によって各避難所へ運ぶ
こととされた 40。
　道路では，緊急災害対策本部が国土交通省を通じて全日本トラック協会にトラックの手配を
依頼し，日本通運，ヤマト運輸，佐川急便などの大型 10 トントラックなどのトラック 400 台
以上が緊急車両として，被災地への緊急物資を運んだ。海上輸送でも，水産庁による漁業取締
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船 2 隻による 3 月 17 日の宮城県石巻港沖と岩手県釜石市への緊急物資の輸送を皮切りに，被
災地への物資輸送が開始されたのである 41。
　被災地から要請された物資の内容は，震災発生当初の水，食料，毛布などに始まり，その直
後から，燃料への需要が高まった。1 週間ほど経つと，おむつ，トイレットペーパーなどの日
用品，その後は，パーテーションやシャンプー，炊き出し器材などの避難所の生活改善に有用
な物資へと重点が変化していった 42。みやぎ生協の関係者によると，「日にちがたつにつれ，
トイレ・台所の掃除用品など要請の内容が変わってき」たという。それは，「例えば入浴サー
ビスを自衛隊で始める」と「すぐにシャンプー，リンス，石鹸などお風呂用品のオーダーが来
る」といったことであった 43。
　緊急災害対策本部と被災者生活支援特別対策本部による主な物資調達の実績は，4 月末まで
で食料約 2,621 万食，飲料水約 794 万本，毛布約 41 万枚，燃料約 1.6 万キロリットル，おむつ
約 40 万枚，一般薬約 24 万箱，パーテーション約 6 万 6 千枚であった。前述の本部が全日本ト
ラック協会を通じて手配したトラックの数は延べ約 1,900 台に及んだ。また，自衛隊航空機延
べ約 150 機，警察・民間ヘリコプターは 5 機，船舶 8 隻が緊急輸送に使われたという 44。自衛
隊まで派遣したのは，前述のように救援物資が避難所まで行き届かないという事情もあったか
らである。
3．製造企業の被災状況と支援活動
　政府や自治体の要請に応じる供給元は，やはり製造企業すなわちメーカーである。ここで，
いわば供給の源としてのメーカーの被災状況や支援策などについて確認しておくことにしたい。
（1）主要メーカーの被災と供給安定化の施策
　表－ 1 － 1，表－ 1 － 2 は，日用雑貨品および化粧品の主なメーカーの被害と支援の概要を，
震災発生から 1 週間後の各社の発表にもとづいてまとめたものであり，表－ 2 と表－ 3 は，そ
れから 10 日後の 3 月 28 日までの各社発表によるものである。
①石鹸・洗剤メーカー
　本社や営業拠点，工場や物流センターなどを東北地方に置く企業が多く，各社ともみずから
被災するなかで，生産と流通の復旧と，復興支援や金銭的支援に素早く乗り出していることが
わかる 45。まず，これらのうちのいくつかのメーカーの被災状況と安定供給に向けた方針をみ
ておこう 46。
　表－ 1 － 1 と表－ 2 に示される花王は，酒田や栃木など東北・関東の 4 工場が地震による被
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表－ 1－ 1　東日本大震災発生直後の業界メーカー・団体の状況と被災地への支援（2011 年
3月 18日各社発表にもとづく報道）
主要製品
分野
企業・団体名
（本社所在地，創業・設立年）
被害・影響 救援物資・義捐金
洗 剤・ 石
鹸・ オ ー
ラ ル ケ ア
製 品・ ヘ
ア ケ ア 製
品・ ス キ
ン ケ ア 製
品
花王株式会社（東京都中央区日本橋茅
場町 1 － 14 － 10，1887 年 6 月創業）
東北・関東の 4 工場で操業
停止などがあり，他工場へ
の生産振り替え
義捐金 1 億円と歯磨きや洗
剤などの救援物資を提供
ライオン株式会社（東京都墨田区本所
1 － 3 － 7，1891 年 10 月小林商店創業）
千葉工場，小田原工場が損
傷し，物流センターでも商
品破損など
義捐金 5000 万円と歯磨き，
洗剤などの救援物資を提供
牛乳石鹸共進社株式会社（大阪市城東
区今福西 2 － 4 － 7，1909 年 5 月創業）
－
支援物資として化粧石鹸を
提供
ニッサン石鹸株式会社（東京都墨田区
菊川 3 － 21 － 8，1960 年 5 月設立の
シスター石鹸を母体に日本油脂の家庭
品事業部とそのアン連会社が 1974 年
11 月に合併してニッサン石鹸に改称，
2011 年 9 月 1 日より NS ファーファ・
ジャパンに改称）
関東工場の断水・一部被害
で生産停止中だが，インフ
ラ復旧とともに生産再開が
可能な状態
洗剤，石鹸など生活用品に
ついて関連当局と連絡をと
り必要な製品を提供
サンスター株式会社（大阪府高槻市朝
日町 3 － 1，1932 年創業）
－
デ ン タ ル リ ン ス 10 万 個，
トラベルセット 10 万セッ
ト，歯ブラシ 10 万本，野
菜ジュース 12 万缶を提供
カネヨ石鹸株式会社（東京都荒川区東
尾久 6 － 33 － 10，1933 年創業）
工場の被害はないが計画停
電のため工場の稼働時間を
調整しながら生産再開（埼
玉県深谷市と山形県米沢市
に工場）
－
クラシエホームプロダクツ株式会社
（東京都港区海岸 3 － 20 － 20，1971
年 4 月に鐘淵化学の石鹸事業を取得し
てカネボウ石鹸販売・カネボウ石鹸製
造設立，2007 年 6 月現社名に）
東北支店の社屋と従業員に
被害はないが，新 CM の放
映延期 －
シャボン玉石けん株式会社（福岡県北
九州市若松区南二島 2 － 23 － 1，1910
年 2 月創業）
商品の配送遅延が発生し，
東北地方は配送不可の状態
福岡県を通じて，ハンド
ソープ，化粧石鹸各 1 万個
を救援物資として提供
化 粧 品・
ヘ ア ケ ア
製 品・ ス
キ ン ケ ア
製 品・ ヘ
ル ス ケ ア
製品
株式会社資生堂（東京都中央区権座 7
－ 5 － 5，1872 年創業）
一部社員の安否確認中で，
久喜工場の設備破損で 2 週
間程度の操業停止
義捐金 1 億円と歯磨きや洗
剤などの救援物資を提供，
水のいらないシャンプーな
どを提供
コーセーコスメポート株式会社（東京
都中央区日本橋 1 － 16 － 11，昭和 63
年㈱コスメポートとして創業，親会社
コーセーの関連会社で一般販売ルート
の製造・販売会社）
営業，生産，物流の拠点で
一部が損傷し，商品破損で
納品に影響
義捐金 1 億円と，ボディシー
ト 15 万個，フェイシャル
シート 10 万個，リップク
リーム 5 万個を提供
株式会社ポーラ（東京都品川区西五反
田 2 － 2 － 3，1929 年創業）
被災地域からの資材調達に
遅延が見込まれ生産が滞る
可能性
被災地への支援物資を提供
する予定
株式会社マンダム（大阪市中央区十二
軒町 5 － 12，1927 年 12 月金鶴香水と
して設立，1959 年 4 月の丹頂への改称
を経て 1971 年 4 月に現社名）
東北・関東の一部事業所で
什器・備品の被害があった
が大きな影響はなし
－
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主要製品
分野
企業・団体名
（本社所在地，創業・設立年）
被害・影響 救援物資・義捐金
化 粧 品・
ヘ ア ケ ア
製 品・ ス
キ ン ケ ア
製 品・ ヘ
ル ス ケ ア
製品
株式会社柳屋本店（東京都中央区日本
橋馬喰町 1 － 10 － 6，江戸時代の創業，
1948 年 5 月設立）
通信販売のための出荷を調
整 －
大島椿株式会社（東京都港区芝大門 2
－ 9 － 16，1927 年創業）
本社・工場は損害はないが，
仙台の営業事務所が被災
し，通信販売および相談室
業務を一時中止
災害支援策を検討中
株式会社ドクターベルツ（東京都北区
浮間 1 － 2 － 27，1985 年 4 月設立）
－
日本赤十字社を通じて義捐
金を寄付
ホーユー株式会社（愛知県名古屋市東
区徳川 1 － 501，1905 年創業）
仙台支店は建物自体の損壊
は免れる
義捐金として 1000 万円の
寄付金を拠出し，従業員に
災害募金を呼びかけて日本
赤十字社を通じて寄付する
とともに，かぜ薬，鎮咳去
痰薬，目薬などを業界団体
を通じて提供
株式会社ウテナ（東京都世田谷区南烏
山 1 － 10 － 22，1927 年 4 月設立）
仙台営業所の被災で営業活
動を停止し，東京本社など
は計画停電・交通の乱れで
通常営業が困難
－
サラヤ株式会社（大阪市東住吉区湯里
2 － 2 － 8，1954 年創業）・東京サラヤ
株式会社（東京都品川区東品川 1 － 25
－ 8，1952 年創業）
仙台営業所は建物本体の被
害はなかったが，地元イン
フラの機能不全で再開の目
処が立たず川口の物流倉庫
も一部被害を受け復旧作業
中
－
医 薬 品・
医 薬 部 外
品
大正製薬株式会社（東京都豊島区高田
3 丁目 24 番 1 号，1912 年創業）
東北地方と関東地方の建
物・設備等の一部が被災し，
仙台物流センターが業務を
停止
－
小林製薬株式会社（大阪市中央区道修
町 4 － 4 － 10，1886 年創業）
子会社の生産ラインに一部
被害があって原材料の調達
の懸念があり，危機管理本
部を設置
義捐金として 1 億円寄付
ロート製薬株式会社（大阪市生野区巽
西 1 － 8 － 1，1899 年 2 月創業）
－
義捐金 1 億円と支援物資と
して衛生材料などを提供
衛生材料・
医療用品・
避妊用品
川本産業株式会社（大阪市中央区糸屋
町 2 － 4 － 1，1914 年創業）
仙台営業所入居ビルの損傷
で営業を休止し，埼玉工場
でも一部生産を停止したが
16 日より再開
義捐金として 1 億円を寄付
するとともに，別途，従業
員より災害募金を募る
オカモト株式会社（東京都文京区本郷
3 － 27 － 12，1934 年創業）
福島工場（いわき市）やグ
ループ会社の岡本ソーイン
グ（田村市）で建物・設備
の損傷などが発生
各業界団体の支援活動に準
じて，使い捨てカイロ，家
庭用手袋など緊急救援物資
を提供
（出典） 『洗剤日用品粧報』（2011 年 3 月 21 日），『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 23 日），および各社のホーム・
ページによる。
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表－ 1－ 2　東日本大震災発生直後の業界メーカー・団体の状況と被災地への支援（2011 年
3月 18日各社発表にもとづく報道）
主 要 製 品
分野
企業・団体名（本社所在地） 被害・影響 救援物資・義捐金
カイロ
桐灰化学株式会社（大阪市淀川区新高
1 － 10 － 5，1915 年 3 月創業）
－
日本カイロ工業会を通じ，
関係各省庁と連携し，被災
地にカイロ支援を実施
マイコール株式会社（栃木県栃木市皆
川城内町 388，1904 年 9 月創業）
工場の復旧はほぼ終えたが
資材の遅延や計画停電の影
響で通常稼働ができず，問
い合わせ受付や配送も困難
各自治体や業界団体の支援
活動に応じた活動を行う
消 臭 芳 香
剤・ 殺 虫
剤・ 防 虫
剤・ 園 芸
用 品・ 口
腔 ケ ア 製
品・ 入 浴
剤
株式会社白元（東京都台東区東上の 2
－ 21 － 14，1923 年 1 月鎌田商会とし
て創業，1972 年 1 月現社名に）
－
日本カイロ工業会を通じ，
関係各省庁と連携し，被災
地にカイロの支援を実施
エステー株式会社（東京都新宿区下落
合 1 － 4 － 10，1948 年 8 月設立）
福島工場での設備の一部に
損傷があり，グループの一
部事業所の業務を見合わせ
て他工場での生産に振り替
え
各業界の支援活動に準じて
使い捨てカイロ，家庭用手
袋など緊急支援物資を提供
大日本除虫菊株式会社（大阪市西区土
佐堀 1 － 4 － 11，1885 年創業）
仙台支店は通常業務に向け
て復旧作業中
日本カイロ工業会を通じて
被災地にカイロの支援を実
施
アース製薬株式会社（東京都千代田区
神 田 司 町 2 － 12 － 1，1892 年 創 業，
1925 年木村製薬所設立，1964 年現社
名に）
生産拠点の被害はなく被災
地の営業拠点に若干の被害
がある
－
フマキラー株式会社（東京都千代田区，
1924 年 7 月創立）
仙台の北日本事務所の損傷
が激しく，当面，東京本社
の営業サポート部が業務を
代行
緊急支援として 1000 万円
相当の寄贈を実施予定
ベビー
フード
和光堂（アサヒグループ食品に吸収合
併され解散したが事業名称「和光堂」
は存続，東京都渋谷区）
－
育児用ミルクやベビーフー
ドなどを提供
育児用品
ピジョン株式会社（東京都中央区日本
橋久松町 4 － 4，1949 年創業）
筑波事業所（東日本物流セ
ンター），常陸太田物流セ
ンターなどが損傷し操業停
止
日本衛生材料連合会を通
じ，各省庁の申請に基づき
救援物資を提供
各 種 紙 製
品， 家 庭
用紙
王子製紙株式会社（東京都中央区，
1873 年創業）
仙台，福島の関連会社工場
などが損傷し，操業停止
紙おむつ，トイレットロー
ルなど物的支援を含め義捐
金 1 億円を提供
日本製紙株式会社（東京都千代田区一
橋 1 － 2 － 2，1949 年 8 月 1 日に旧王
子製紙の 3 分割の新設会社の 1 つの十
條製紙として設立）
石巻，岩沼，勿
な こ そ
来など多く
の工場で損傷して操業停止
も発生し，社長をトップと
する災害対策本部を設置
－
大王製紙株式会社（四国本社 : 愛媛県
四国中央市三島紙屋町 2 － 60，1943
年 5 月設立）
人的被害はなく，関連会社
の工場設備などが破損し，
一部操業停止
家庭紙，紙おむつなどのほ
か，食料，飲料水を支援物
資として提供
紙おむつ，
衛生材料，
医 療・ 介
護用品
ユニ・チャーム株式会社（東京都港区
三田 3 － 5 － 27，1961 年 2 月大成加
工（株）として設立）
福島工場の被害状況を調査
中で，四国工場，静岡工場
からの振り替え出荷を決定
業界団体を通じて，紙おむ
つ，生理用品，マスク，ペッ
トフードなどを提供
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主 要 製 品
分野
企業・団体名（本社所在地） 被害・影響 救援物資・義捐金
紙おむつ，
衛生材料，
医 療・ 介
護用品
白十字株式会社（東京都豊島区高田 3
－ 23 － 12，1896 年 5 月創業）
仙台営業所，名取市の物流
拠点に一部破損があり通信
手段の障害のため営業活動
が停滞
日本衛生材料連合会を通
じ，各省庁の申請に基づき
救援物資を提供
株式会社リブドゥコーポレーション
（愛媛県四国中央市金田町半田乙 45 －
2，1965 年 4 月トーヨー衛材（株）と
して設立）
紙おむつの生産と医療機器
の物流拠点の栃木芳賀工場
の被害状況を確認中だが，
川之江工場は影響なく，兵
庫の西日本物流センターか
ら振替出荷で対応
－
家 庭 用
ラ ッ プ 用
品
旭化成株式会社（東京都千代田区神田
神 保 町 1 丁 目 105 番 地，1931 年 5 月
21 日）
停電，断水並びに建物及び
設備の損傷などの被害によ
り，事業会社の一部工場で
操業停止
義捐金 1 億円および「サラ
ンラップ」50 万本を寄付
株式会社クレハ（東京都中央区日本橋
浜町 3 － 3 － 2，1944 年 6 月創業）
いわき事業所と樹脂加工事
業所の工場を操業停止した
が，生産再開の目処立たず
－
蝋燭，
線香
カメヤマ株式会社（大阪市北区大淀中
2 － 9 － 11，1927 年 2 月創業）
国内外の調達能力と生産能
力に損傷があり，神仏事業
部仙台支店の業務を東京支
店・新潟営業所が引き継ぐ
など
被災地区の人々に向けた支
援策を近日中に決定
株式会社日本香堂（東京都中央区銀座
4 － 9 － 1，1942 年 7 月設立）
工場は被害を受けていない 被災地域に対して義捐金を
送る予定
電池
その他
FDK 株式会社（東京都港区新橋 5 －
36 － 11，1950 年 2 月設立）
グループ各社において生産
拠点の被災はなく，操業継
続に影響はなし
経産省と電池工業界と連携
し，乾電池 72 万個，懐中
電灯 1500 個を支援物資と
して提供予定
日立マクセル株式会社（大阪府茨木丑
寅 1 － 1 － 88，1961 年 2 月に日東電
気工業（株）から分離独立 ;2017 年 10
月にマクセルへ改称）
マクセルファインテック
（本社ほか）で建物などに
損傷が発生し，情報収集に
努めている
被災地域に対して義捐金を
送る予定
電 池 や 家
電品全般
パナソニックグループ（大阪府門真市） －
義捐金 3 億円のほか，支援
物資として，ラジオ 1 万台，
懐中電灯 1 万個，乾電池 50
万個を提供
洗 剤， 化
粧品ほか
P&G・ジャパン株式会社（兵庫県神戸
市東灘区向洋町中 1 － 17〔六甲アイラ
ンド〕，1837 年 P&G 創業，1973 年に
P&G サンホームとして日本での営業
開始，2006 年 3 月現法人設立）
高崎工場，東北 4 物流施設
は大きな影響なし
義捐金 1 億円と救援物資と
して紙おむつを提供し，世
界の従業員から支援金を募
る
絆 創 膏，
オ ー ラ ル
ケ ア， ベ
ビ ー ケ ア
な ど の 製
品
ジョンソン・エンド・ジョンソン株式
会社（東京都千代田区西神田3－5－2，
1886年米国で創業，1961年日本で創業，
1978 年 8 月日本法人設立）※コンシュ
マーカンパニーの住所
須賀川ディストリビュー
ションセンターがダメージ
を受け，一部製品の受注・
出荷を停止
－
（出典） 『洗剤日用品粧報』（2011 年 3 月 21 日），『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 23 日），および各社のホーム・
ページによる。
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表－ 2　3 月 28 日現在のメーカー各社発表の被害状況と被災地への支援（2011 年 3 月 28
日までの各社発表にもとづく報道）
主 要 製 品
分野
企業・団体名
（本社所在地，創業・設立年） 被害状況 救援物資・義捐金
洗 剤・ 石
鹸・ オ ー
ラ ル ケ ア
製 品・ ヘ
ア ケ ア 製
品・ ス キ
ン ケ ア 製
品・ サ ニ
タ リ ー 製
品
花王株式会社（東京都中央区日本橋茅
場町 1 － 14 － 10，1887 年 6 月創業）
○酒田工場・・・生産を再
開
○川崎工場・・・生産を再
開
○栃木工場・・・生産を再
開
○鹿島工場・・・冠水被害
があり，点検整備を進めて
いる（4 月中旬から一部製
品の生産を再開する見込
み）
○ 物 流 の 状 況・・・ 仙 台
LC，仙台南 LC は震災の影
響を受け，稼働を停止して
おり，現在復旧に向けて被
害状況を確認中。
〔以上 3 月 25 日〕
○第一弾の支援物資（3 月
20 日出荷）・・・紙おむつ
4 万 5,000 枚， 生 理 用 品 8
万個，石鹸・洗剤 5 万本，
歯磨・歯ブラシ・洗口液 6
万 2,000 本，除菌ウェット
シート・おしりふき 36 万
8,000 枚， マ ス ク 30 万 枚，
その他 3 品目
〔3 月 18 日現在〕
P&G・ジャパン株式会社（兵庫県神戸
市東灘区向洋町中 1 － 17〔六甲アイラ
ンド〕，1837 年 P&G 創業，1973 年に
P&G サンホームとして日本での営業
開始，2006 年 3 月現法人設立）
○洗剤関連製品を製造する
高崎工場（群馬県），操業
能力に大きな支障を及ぼす
ような影響はなく，安全確
認のために一時停止してい
たものの，3 月 12 日から操
業を再開。施設そのものは，
ほぼ正常な稼働ができる状
態にまで復旧している。
○需要の高い紙おむつに関
しては，兵庫県の明石工場
をフル稼働し生産強化する
とともに，被災地域への優
先出荷などの措置により，
安定供給に努める。
〔以上 3 月 28 日〕
○ 3 月 22 日現在まで提供
している主な支援物資・・・
子供用紙おむつ「パンパー
ス」約 93 万枚，生理用品
「ウィスパー」約 119 万枚，
子供用おしり拭き 1 万個。
シャンプー約 1 万 4,000 本，
コンディショナー約 1 万
3,000 本，ドッグフード 5t
相当などを提供。
○日本ならびに世界の従業
員からの災害義捐金を募
り，その同額を会社から寄
付するマッチング寄付など
も実施。
〔以上 3 月 28 日〕
ユニリーバ・ジャパン・カスタマーマー
ケティング株式会社（東京都目黒区上
目黒 2 － 1 － 1，1872 年操業開始のマー
ガリン・ユニと 1884 年石鹸製造開始
のリーバ・ブラザーズが 1929 年に合
併しユニリーバ誕生，1964 年日本法人
設立，2009 年持株会社制とともにマー
ケティング関連会社として特化）
○自社工場である相模原工
場は建物が一部被害を受け
たものの復旧し，生産を継
続。自社工場の静岡工場で
も生産を継続している。
○栃木県芳賀工場の協力工
場が建物・製品などに被害
を受け，操業できない状態
にあり，現在，早期復旧，
他工場での生産への振替な
どを進めている。
○栃木県芳賀町の受注セン
ターも被災のため，3 月 14
日より受注機能を東京に移
し，製品供給を続けている。
○日本を含む世界 170 ヵ国
のユニリーバ社員に災害募
金を呼びかけ，社員からの
募金と同額を会社が足して
義捐金とするマッチング・
ギフトを実施。
○ユニリーバ・ジャパンと
して，シャンプー / コンディ
ショナー，ボディソープ，
リフレッシュシート，ヴァ
セリン，紅茶などを支援物
心として提供。本社所在地
の東京都目黒区と姉妹関係
にある宮城県気仙沼市から
必要な製品の希望があり，
迅速に現地に届ける。
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主 要 製 品
分野
企業・団体名
（本社所在地，創業・設立年） 被害状況 救援物資・義捐金
洗 剤・ 石
鹸・ オ ー
ラ ル ケ ア
製 品・ ヘ
ア ケ ア 製
品・ ス キ
ン ケ ア 製
品・ サ ニ
タ リ ー 製
品
ユニ・チャーム株式会社（東京都港区
三田 3 － 5 － 27，1961 年 2 月大成加
工（株）として設立）
○資材メーカーの被災を理
由に，「マミーポコパンツ」
の「後処理テープ」を省い
た商品を 3 月 28 日から生
産，30 日から出荷（予定）
する。基本機能に変更はな
い。
○消費者には 25 日に HP で
告知するとともに，店頭に
POP を貼り付ける予定で，
30 日からは「ムーニー」で
使用していたイラストを起
用した TV ー CM でも認知
を深める予定。製品にも
パッケージに告知シールを
手作業で貼り付けることで
対応する。なお海外から
テープ素材を輸入する手配
は済んでおり，4 月中旬か
ら製造する「マミーポコパ
ンツ」は通常品に戻る見込
み。
○定番商品の充実に注力す
るため，「ライフリー 1 晩
中お肌あんしん尿とりパッ
ド 4 回 22 枚」は発売を延期。
さらに 5 月 8 日までチラシ
等の特売には参加しないこ
とを決定。
○震災対応商品も同一の
JAN コードで動かす予定だ
が，全ての表記カラーを赤
色に変更するとともに，段
ボール側面下部に記載して
いた商品名を削除して，通
常の商品と区別をつけやす
いように工夫する。
○震災により稼働を休止し
ていた福島工場は，26 日か
ら再開予定。本格稼働は 4
月下旬を見込み，それまで
は四国と掛川の工場で 24
時間体制を組んで安定供給
に対応。
〔3 月 25 日〕
○犬・猫用ペットフード
10t（8 万個）の無償供与を，
ペットフード協会に申し
出。〔3 月 25 日〕
○ 国 内 及 び 海 外 の ユ ニ・
チャームグループの役員・
社員による募金の合計額と
同額を弊社から拠出する
「マッチングファンド」を
創設。個人募金 5,000 万円，
マッチングファンド拠出拠
出 5,000 万円，合計 1 億円
の寄付を目指す。〔3 月 24
日〕
○支援物資・・・子供用紙
おむつ 20 万枚，大人用紙
おむつ 12 万枚，生理用品
45 万枚，ウェットティッ
シュ・おしりふき 180 万枚，
マスク 68 万枚・・・合計
325 万枚。〔3 月 22 日まで〕
○「超立体マスク　ウィル
ス ガ ー ド N95」（15 万 枚 ）
を 含 む，「 超 立 体 マ ス ク　
ウィルスガード」，「超立体
マスク　キッズ」（（園児～
低学年サイズ，高学年サイ
ズ）を計 300 万枚を，宮城県，
岩手県，福島県，茨城県な
どの被災地へ提供。〔3 月
18 日〕
石 鹸・ 歯
磨・ 化 粧
品
太陽油脂株式会社（神奈川県横浜市神
奈川区守屋町 2 － 7，1919 年東京搾油
（株）創業，1936 年南洋貿易（株）と
合併，1942 年に南洋興発（株）に合併
し横浜油脂工場となり終戦で工場へい
ざ，1947 年現社名に）
○本社工場（横浜市神奈川
区）は，設備的な被害はな
い。
○救援物資としてボディ・
ソープ，シャンプー，リン
ス，固形石鹸などを送付す
る。
○社員による義捐金の募集
を呼びかける。
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主 要 製 品
分野
企業・団体名
（本社所在地，創業・設立年） 被害状況 救援物資・義捐金
芳 香 剤・
消 臭 剤・
衛 生 用 品
の製造
小林製薬株式会社（大阪市中央区道修
町 4 － 4 － 10，1886 年創業）
○仙台小林製薬（宮城県黒
川郡大和町）の生産ライン
被災により，操業を停止中。
早期復旧に向けた作業を進
めている。また富山小林製
薬（富山県富山市）および
愛媛小林製薬（愛媛県新居
浜市）に加え，大阪工場（大
阪府大阪市）や協力工場で
の代替生産の準備も進めて
いる。
○仙台小林製薬の被害に加
え，原資材料の調達におい
ても影響が出ており，一部
製品は割当出荷とする。
○宮城県，岩手県，福島県
の 3 県に向け，おりもの専
用シート「サラサーティ」
1 万 個， 殺 菌 消 臭 ジ ェ ル
「ウィルテクト　ポンプ」
30 万個，「ウィルテクト除
菌ティッシュ」30 万個，「の
どぬ～る　ウィルス対策高
密度マスク」22 万個を支援
物資として提供〔3 月 22 日〕
製薬 持田製薬株式会社（東京都新宿区四谷1 － 7，1913 年創業）
○持田製薬工場（株）の本
社工場（栃木県大田原市）
は，製材棟設備，製造機械
などに甚大な被害があるこ
とが判明，当面の操業再開
については目処が立ってい
ない。〔3 月 17 日〕
○日本赤十字社を通じ義捐
金 5,000 万円を寄付するこ
とを決定。
○個人として救援ボラン
ティア活動を希望するグ
ループ社員については，2
週間を限度に認める。
〔3 月 23 日〕
洗 剤・ 石
鹸・ 除 菌
剤・ 殺 菌
剤の製造
サラヤ株式会社（大阪市東住吉区湯里
2 － 2 － 8，1954 年創業）・東京サラヤ
株式会社（東京都品川区東品川 1 － 25
－ 8，1952 年創業）
○仙台営業所（宮城県仙台
市）・・・事務用什器の倒壊，
建物内部のクラック（数箇
所）などの被害があったが，
建物本体の重大な被害はな
かった。地震発生以来営業
を休止していたが，地域の
インフラも機能し始めたた
め，営業を再開した。
○物流委託倉庫（埼玉県川
口市）・・・一部の商品な
どに被害を受けたが，現在
は，計画停電・ガソリン不
足などの制約を受けるもの
の，業務を再開した。
〔3 月 22 日〕
○ヤシノミ洗剤シリーズ
（業務用含む）の売上 1% の
一部を東北関東大震災の支
援金にあてることを決定。
〔3 月 18 日〕
○速乾性手指消毒剤 30 万
本，手指消毒用速乾性アル
コールジェル 5 万本，携帯
用うがい薬 4,900 本，エタ
ノール含浸不織布ガーゼ 1
万 6,000 個， 防 塵・ 花 粉・
インフルエンザ対策 N95 マ
スク 12 万枚，3 層構造フェ
イスマスク 17 万枚，携帯
用 衛 生 対 策 セ ッ ト 7,076
セット，その他 15 品目を
支援物資として提供。〔3 月
23 日〕
製 紙・ サ
ニ タ リ ー
製品
大王製紙株式会社（四国本社 : 愛媛県
四国中央市三島紙屋町 2 － 60，1943
年 5 月設立）
○大人用紙おむつ，生理用
品などの生産工場において
は，従業員などの人的被害
はなく，建物・生産設備の
被害は警備であったため，
3 月 22 日まで順次操業を再
開。
○ 3 月 28 日に大宮製紙富
士 工 場（ 静 岡 県， テ ィ
シュー，トイレットなどの
生産工場）のティシュー加
工棟 1 系列の復旧を終え操
業を再開した。これにより，
震災により被害を受けた大
王製紙グループの紙・板紙，
家庭用品の全生産設備が稼
働した。〔以上 3 月 28 日〕
○福島県，宮城県，岩手県，
いわき市をはじめとした被
災者，被災地域の法人への
主な支援物資の累計数・・・
食糧 2 万 9,000 食，ミネラ
ル ウ ォ ー タ ー（2L）1,000
本エリエールティッシュー
6 万 9,000 カートン，エリ
エールトイレットティッ
シュー 11 万ロール，大人
用紙おむつ 1 万枚，ベビー
用紙おむつ 15 万 8,000 枚，
生 理 用 品 12 万 8,000 枚，
ウェットティッシュー 1 万
本，マスク 3,000 枚。〔3 月
22 日〕
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害で操業を停止した。しかし，他工場へ生産を振り替えるなどして，被災地への出荷を優先さ
せることとした。これらの被災 4 工場の 3 工場も，表－ 2 に示されるように，震災発生から 2
週間後の 3 月 25 日までに生産を回復している。生産だけではなく物流も停滞したため，花王
では一部商品が品薄になることへの理解を呼びかけた。障害の発生した仙台にある 2 つのロジ
スティック・センターは，3 月 25 日時点では，まだ操業を停止したままであった。
　表－ 1 － 1 に示されるライオンは，千葉工場（千葉県市原市）で包装建屋の亀裂や倉庫での
製品落下があったほか，小田原工場（神奈川県小田原市）で設備に軽微な損傷を受けた。グルー
プ企業では，ライオンケミカルのファインケミカル事業所（茨城県神栖市）やライオンパッケー
ジングの福島工場（福島県西白河郡）など被災地にある事業拠点で，一部の設備や商品に被害
があった。ライオンパッケージング市原工場（千葉県市原市）は 3 月 15 日から，小田原工場
は 3 月 22 日から，それぞれ操業を再開すると発表した。補完的措置と思われるが，大阪工場
で衣料用洗剤の増産体制を整えることとした。物流施設では，ライオン仙台物流センター（宮
城県仙台市）で商品の被害があった。操業を停止していた船橋流通センタ （ー千葉県船橋市）は，
3 月 22 日から再開する目処となった。
主 要 製 品
分野
企業・団体名
（本社所在地，創業・設立年） 被害状況 救援物資・義捐金
コ ン パ ウ
ン ド（ 押
出 成 型・
射 出 成 型
用 の プ ラ
ス チ ッ ク
材料），カ
レ ン ダ ー
フィルム，
食品包材
リケンテクノス（東京都中央区日本橋
本町 3 － 11 － 5，1951 年 3 月 30 日設立）
○操業に支障をきたす設備
被害は発生しておらず，地
震直後を除き操業を続けて
いる。計画停電の実施が，
埼玉工場，群馬工場での生
産に影響を与えており，両
工場では，予告時間に停電
が実施されるとの前提で，
最も効率的な生産計画にし
たがい生産を続けている。
○大手原料メーカー各社が
製造プラントに大きな被害
を受けたことから，一部原
材料の調達が困難になって
おり，①医療・生活維持に
かかわるもの，②復興の支
援に供するもの，を最優先
に割り当てて生産を行って
いく。
○国内需要に対し，日本国
内の生産ではまかないきれ
ない事態も想定し，海外関
連会社の生産品を一部輸入
することも検討中。
○義捐金 1，000 万円を社
会福祉法人・中央共同募金
会を通じて寄付する。
○被災地域の受け入れ体制
が整い次第，食品用ラップ
1,000 万円相当を提供する。
〔3 月 22 日〕
（出典） 『洗剤日用品粧報』（2011 年 3 月 21 日），『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 30 日），および各社のホーム・
ページによる。
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②外資系石鹸・洗剤メーカー
　P&G では，洗剤関連製品を生産する高崎工場（群馬県）も，表－ 1 － 2 に示されるように
東北地方の 4 つの物流センターも，操業能力に大きな影響を受けるほどの被害はなかった。安
全確認のために，一時的に操業を停止したが，高崎工場では，表－ 2 に示されるように，震災
翌日の 3 月 12 日から操業を再開した。
表－ 3　3 月 28 日現在のメーカー各社発表の被害状況（2011 年 3月 28 日までの各社発表
にもとづく報道）
主要製品分野 企業・団体名（本社所在地，創業・設立年） 被害状況
家庭用ラップ用品
株式会社クレハ（東京都中央区日
本橋浜町 3 － 3 － 2，1944 年 6 月
創業）
○いわき事業所（福島県いわき市）および樹脂加工
事業所（茨城県小美玉市）においては，地震により
設備の一部に被害が発生しており，現在，生産再開
に向けた設備の点検および修繕を鋭意進めている。
○食品包装材を生産する樹脂加工事業所（茨城県小
美玉市）においては，28 日までに一部の生産を再開
しているが（地震の影響を受けていない兵庫県丹波
市の樹脂加工事業所クレラップ第二製造部について
は，現在フル操業中），出荷については被災地域向け
を優先させている。
○また，いわき事業所での生産品目については，設
備の点検および修繕の途上にあること，原材料サプ
ライヤーの被災により調達に支障があること，小名
浜港の被災により原燃料受け入れやコンテナー出荷
に支障があること，福島原発の動向などの外部要因
による影響も考慮すると，現時点において出荷再開
時期について明確にできない状態となっている。
紙コップ・紙皿・
紙ナプキンを中心
と し た ペ ー パ ー
ウェアおよびプラ
スチックウェア
株式会社日本デキシー（東京都港
区虎ノ門 4 － 1 － 13，1964 年創業）
○真岡工場・・・電気・ガス・水道のライフラインは，
16 日現在大部分が復旧。設備の一部で倒壊・損傷の
被害が発生しており，現在復旧に向け全社一丸と
なって取り組んでいる。
石鹸・洗剤
ニッサン石鹸株式会社（東京都墨
田区菊川 3 － 21 － 8，1960 年 5 月
設立のシスター石鹸を母体に日本
油脂の家庭品事業部とその関連会
社が 1974 年 11 月に合併してニッ
サン石鹸に改称，2011 年 9 月 1 日
より NS ファーファ・ジャパンに
改称）
○関東工場（茨城県神栖市）・・・電気・工業用水な
どが復旧し，操業を開始。ただ，上水道の断水は今
なお続き，計画停電の影響から 5 割程度の稼働で生
産中。
○埼玉県の物流センター・・・3 月 22 日から出荷可
能となり，関東地区への配送を開始。
○不安定な状況ではあるが，納品体制は整っている
が，茨城県水戸市以北と東北地区は現在も納品でき
ない場合がある。〔3 月 23 日〕
ボ デ ィ ソ ー プ，
シャンプー，リン
ス，化粧品
フタバ化学（愛知県名古屋市中村
区沖田町 390，1946 年 1 月創業）
○東北地区における顧客への対応は困難な状況のた
め，当面名古屋本社にて対応する。〔3 月 17 日〕
基礎化粧品・ヘア
ケア化粧品
株式会社ウテナ（東京都世田谷区
南烏山 1 － 10 － 22，1927 年 4 月
設立）
○仙台営業所・・・社員の地震による被害はなかっ
たが建物が被災し，現在のところ復旧の目処は立っ
ていない。〔3 月 25 日〕
衛生材料・医療用
品・育児用品
川本産業株式会社（大阪市中央区
糸屋町 2 － 4 － 1，1914 年創業） ○仙台営業所の業務を一部再開〔3 月 23 日〕
（出典） 『洗剤日用品粧報』（2011 年 3 月 21 日），『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 30 日），および各社のホーム・
ページによる。
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　ユニリーバは，表－ 2 に示すように，自社の相模工場の建物の一部が被害を受けたが，同じ
く自社の静岡工場とともに生産を継続できた。しかし，栃木県の協力工場や受注センターが被
災した。協力工場の生産は他工場へと振り替えて，受注センター機能も東京に移して対応した。
③サニタリー製品・家庭紙メーカー
　ユニ・チャームは，表－ 1 － 2 と表－ 2 に示されるように，福島県紙棚倉町の福島工場が被
災し，供給の安定のため，四国工場（香川県豊浜町）と静岡工場（静岡県掛川市）で 24 時間
体制での振り替え生産を実施した。また資材メーカーの被災のため一部機能を欠いた紙おむつ
とはなったが，その生産によって供給の安定をはかった。被災した福島工場でも，2 週間あま
りを経た 3 月 26 日からは一部で生産の予定となった。
　製紙会社では，日本製紙と三菱製紙で被害が大きかった。日本製紙は，表－ 1 － 2 に示され
るように，主力の石巻工場など 3 工場が被災して操業が停止した。三菱製紙も，主力の八戸工
場が浸水し，電気系統が傷み，紙をつくる抄紙の稼働再開は 5 月中旬と報じられた 47。
　大王製紙は，表－ 1 － 2 と表－ 2 に示されるように，グループ会社が被災した。新聞用紙・
板紙を製造するいわき大王製紙（福島県いわき市）は操業停止となった。段ボールをつくる大
王製紙パッケージの本社・茨城工場（茨城県猿島郡）は，止まっていた生産設備が運転を再開
した。また，家庭紙のエリエールペーパーテックの喜連川工場（栃木県さくら市）は天井の一
部が崩落し，再開に向け復旧を進めた 48。前述の 3 月 15 日の静岡東部の地震で被災したグルー
プ企業の大宮製紙の生産も，表－ 2 に示されるように，3 月 28 日には回復した。これにより
家庭用紙の全生産設備が稼働することとなった。
　表－ 1 － 2 に示す日本製紙の関係会社で，トイレットペーパーやティッシュペーパーを製造
している日本製紙クレシアでは，主力の東京工場（埼玉県草加市）が東京電力による計画停電
の範囲内にあった。工場に自家発電装置がなく，生産に必要な水を汲み上げる場所も停電地域
にあった。このため「工場が使えても取水先が使えない。停電に合わせて，機械を止めようと
しても準備に何時間もかかるため，生産の効率が極端に落ちて」，生産量は通常の半分程度に
まで落ち込んだ 49。
④家庭用ラップ商品メーカー
　表－ 1 － 2 と表－ 3 に示すクレハでは，いわき事業所と樹脂加工事業所（茨城県小美玉市）
で設備の一部に被害が発生した。生産再開に向けて，設備の点検や修繕を進めるとともに，電
力・燃料・原材料の確保に努めたが，3 月 18 日の時点では生産再開の目処は立たなかった 50。
しかし，3 月 28 日の時点では，表－ 3 に示すように，樹脂加工事業所で一部の生産を再開した。
それと併行して，兵庫県丹波市の樹脂加工事業所のクレラップの製造部門で，フル稼働させて
補完している。
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⑤振替生産・物流による対応
　前述のように，震災から数日を経て，避難生活や支援が継続するなかで，トイレタリー商品
や紙製品など日用品への緊急需要がにわかに高まった。それだけではなく，東京電力による計
画停電の影響で，被災地から離れた場所でも，消費者が食料品や電池，ローソク，家庭紙，紙
おむつなどを競うように確保する事態も発生した 51。このため，これら日用品メーカーの生産
と流通の復旧と店頭在庫の確保が急がれたのも当然であった。
　このほかの表－ 1 － 1，表－ 1 － 2，表－ 2，表－ 3 に示したメーカーの対応も含めて注目
しておきたいのは，振り替え生産や振り替え出荷である。生活支援物資の供給元であるメーカー
も，広範囲における複数の生産や物流の拠点をもっていたことが，こうした代替・補完的供給
体制という緊急の臨時システムの構築を可能としたのである。
（2）メーカーの支援活動
①救援物資の種類と提供経路
　日用品メーカーからの救援物資の内容をみると，表－ 1 － 1，表－ 1 － 2 と表－ 2 に示され
るように，石鹸，洗剤，シャンプー，歯磨き，歯ブラシなどのトイレタリー商品はじめ，フェ
イシャルシート，紙おむつ，トイレットペーパー，マスク，生理用品などの紙製品・衛生材料
およびラップ，ベビー用品，ペットフードなどが提供されている。まだ寒い時期であったので，
カイロなども重要な援助物資であった。この他，電池や懐中電灯，ラジオなどの電化製品も，
通信・放送・電気などが遮断されるなかでは，重要な生活用品であったことがわかる。
　物資提供ルートをみると，ひとつには，表－ 1 － 1，表－ 1 － 2 や表－ 4 にみられる日本カ
イロ工業会，日本衛生材料連合会，電池工業会，全日本ブラシ工業会，日本歯科医師会など各
種業界団体などを通じたものがあった。また，行政機関では，内閣府などの中央政府はじめ，
表－ 2 の小林製薬や大王製紙のように，岩手県，宮城県，福島県およびいわき市などの被災地
医自治体へ直接提供したもののほか，表－ 1 － 1 のシャボン玉石鹸のように自社の所在地の福
岡県を通じたルートや，表－ 2 のユニリーバのように本社所在地との姉妹都市である気仙沼市
からの直接の要望に応じたものもあったことがわかる。
　このような被災者の避難・復興の日常生活を直接支える物資が，製造元であるメーカーから
さまざまなルートを通じて提供されたことは，被災者にとっては一定程度の不安解消要因には
なったであろう。
②義捐金とマッチングギフト
　被災地の救済と復興のための寄付金についてみると，表－ 1 － 1 のドクターベルツや白十字，
表－ 2 の持田製薬，表－ 4 の資生堂，フェザー安全剃刀，マンダム，地の塩社，カメヤマ，ジャッ
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表－ 4　3 月 28 日現在のメーカー各社発表の支援状況（2011 年 3月 28 日までの各社発表
にもとづく報道）
主要製品分野 企業・団体名（本社所在地，創業・設立年） 支援の状況
消 臭 芳 香 剤，
防虫剤，使い
捨 て カ イ ロ，
家 庭 用 手 袋，
防湿剤ほか
エステー株式会社（東京都
新宿区下落合 1 － 4 － 10，
1948 年 8 月設立）
日本カイロ工業会およびマイコールと連携し，使い捨てカイロ
21 万 8,400 枚を提供。岩手県（岩手郡）と連携し，使い捨てカイ
ロ 2 万 4,000 枚を提供。福島県（二本松市）と連携し，使い捨て
カイロ 4 万 8,000 枚を提供。北海道（石狩市）と連携し，使い捨
てカイロ 3 万 2,880 枚を提供。行政の救援物資調達可能量調査表
に，家庭用手袋（7 万 2,000 枚）を登録。行政の救援物資調達可
能量調査表に作業用手袋（9,000 双）を登録。〔3 月 22 日〕
ポーラ，オル
ビスなどの化
粧 品 子 会 社・
医薬品会社の
事業管理
ポーラ・オルビスHD（東
京都中央区銀座 1 － 7 － 7，
1929 年 創 業，2006 年 HD
設立）
支援物資（オルビス）として，女性用衣類 9,100 点，食品（レト
ルトお粥など）約 2 万 6,500 個を提供。2011 年 3 月，4 月の合計
売上額に対する一定率相当額（約 8,000 万円規模）を義捐金とし
て，日本赤十字社を通じて，寄付予定。〔3 月 24 日〕
医療用品，衛
生用品，育児
用品，化粧品
ジェクス株式会社（大阪市
中 央 区 谷 町 2 － 3 － 12，
1960 年 12 月創立）
感染症対策品として，東京都福祉保険局宛に ｢Etak in フルプロ
テクション　ZERO 100ml｣ 700 本，5L 業務用 20 本を寄贈。東
京都福祉保険局の追加要請を受け，抗菌バリアスプレー ｢Etak 
in フルプロテクション　ZERO ｣ 2,000 本を提供。
化粧品
株式会社資生堂（東京都中
央区銀座 7 － 5 － 5，1872
年創業）
洗顔・ボディシート 9 万 1,000 個，ハンドクリーム 1 万個，マス
ク 4 万個を第 2 次支援物資として提供。また，経産省や NGO の
要請にもとづき，水のいらないシャンプー 1 万 1,000 個の追加支
援も決定。社会貢献活動の支援を目的に設立した ｢花椿基金｣
にて，社員および OB 個人の自発的な寄付を募るほか，海外グルー
プ現地法人からも寄付の申し出があり，各国の赤十字社を通じ
て寄付を行う。また，社員の自主的な社会貢献活動への参加や
ボランティア活動を支援するための人事制度（1 年間の 3 日を限
度に社員の社会活動を業務扱いと認める制度）の適用を 7 日間
まで拡大することを決定。〔3 月 25 日〕
一般消費者向
け カ ミ ソ リ，
理容・美容業
務用品，メディ
カル業務用品
フェザー安全剃刀株式会社
（大阪府大阪市北区大淀南
3 － 3 － 70，1932 年 岐 阜
県関市で創業）
社員か災害基金を募るとともに，会社からも 1,000 万円を拠出し，
義捐金として日本赤十字社を通して寄付する。また，被災地へ
の支援物資として水道などの生活インフラが整い次第，男性用
カミソリ 1 万 5,000 本，さらに時期をみて 1 万本の提供を実施す
る。〔3 月 24 日〕
殺虫剤，日用
品，ペット用
品ほか
アース製薬株式会社（東京
都千代田区神田司町 2 －
12 － 1，1892 年 創 業，
1925 年 木 村 製 薬 所 設 立，
1964 年現社名に）
救援物資として，モンダミン（洗口液）1 万 4,400 本を岩手県・
福島県へ，ウィルスガード　バイラマスク（マスク）19 万 2,000
枚を岩手県，福島県へ，ミューズ消毒ハンドジェル（外皮消毒剤）
1 万 8,000 本を岩手県・福島県へ提供。〔3 月 23 日〕
歯ブラシ，家
庭用品
エビス株式会社（奈良県大
和郡山市西町 321，1896 年
創業）
救援物資として，歯ブラシを，奈良県東北地区太平洋沖地震支
援連絡会議事務局生活物資支援班に 3 万本，日本チェーンドラッ
グストア協会東北関東大震災災害対策本部に 1 万 8,000 本，全日
本ブラシ工業協同組合に 5,000 本（準備中）を提供。〔3 月 24 日〕
ヘルスケア製
品，カプセル
受託製品，メ
ディカル製品
ほか
森下仁丹株式会社（大阪府
大阪市中央区玉造 1 － 2 －
40，1893 年 2 月創業）
支援物資として，メディケア手指殺菌・消毒ジェル 5,000 本，メ
ディケア除菌・消臭スプレー 5,000 本を被災地へ提供。〔3 月 23 日〕
カミソリ，包
丁，キッチン
ツール，調理
用品，卓上用
品，洋食器ほ
か
貝印株式会社（東京都千代
田 区 岩 本 町 3 － 9 － 5，
1908 年創業）
グループの対応として，被災地に対して 1,000 万円の義捐金を拠
出。〔3 月 14 日〕
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主要製品分野 企業・団体名（本社所在地，創業・設立年） 支援の状況
スキンケア製
品，アイケア
関連製品ほか
ロート製薬株式会社（大阪
市生野区巽西 1 － 8 － 1，
1899 年 2 月創業）
3 月 25 日付けで東日本大震災による震災孤児支援のために社員
による震災復興の専任支援チームを編成し，「震災復興支援室」
を新設。OTC 医薬医薬品協会を通じて商品提供も行うほか，社
員による義捐金も 1,100 万円以上に上っており，全額を「ジャパ
ンプラットフォーム」に寄付する。企業の社会的責任として震
災復興に本格的・継続的に取り組むにあたり，平成 23 年 4 月よ
り 1 年間，取締役の月額報酬の 10% を自主返上し，危機対応に
当てる。〔3 月 25 日〕
頭髪用化粧品，
皮膚用化粧品
ほか
株式会社マンダム（1927
年 12 月金鶴香水（株）設立，
1959 年 4 月丹頂（株）へ，
1971 年 4 月（株）マンダ
ムへ社名変更）
支援物資として，ギャツビーフェイシャルペーパー，ギャツビー
さらさらボディペーパーなど 10 万個を宮城県災害対策本部に提
供。グループとして義捐金 1,000 万円，グループ社員からの義捐
金 420 万円を，日本赤十字社に寄付。追加支援として，特定非
営利法人「災害人道医療援会」に対して義捐金を拠出。〔3 月 25 日〕
生活用品，産
業用製品
オカモト株式会社（東京都
文京区本郷 3 － 27 － 12，
1934 年創業）
使い捨てカイロ，長靴，各種手袋などを緊急支援として，関係
省庁と連絡を取り，順次被災地への支援を実施。義捐金 500 万
円をいわき市に寄贈。〔3 月 18 日〕
電池製品，電
子製品
FDK 株式会社（東京都港
区新橋 5 － 36 － 11，1950
年 2 月設立）
義捐金 1,000 万円の支援を決定。またグループ内で社員による募
金活動も開始。これら義捐金の支援先は，今後具体的な検討を
進めていく。〔3 月 25 日〕
入浴剤・育毛
剤，雑貨品な
ど
株式会社バスクリン（東京
都 港 区 芝 浦 4 － 3 － 4，
2008 年 7 月設立）
義捐金を拠出するほか，社員へも義捐金の寄付をはたらきかけ
る。また，生活用品として除菌・消臭の洗浄クリーナを 2 万 3,700
本，心のケアとして入浴剤 2,000 本を提供。〔3 月 24 日〕
薫物線香・焼
香，香料，石鹸，
化粧品，日用
雑貨，葬祭関
連用品
株式会社日本香堂（東京都
中 央 区 銀 座 4 － 9 － 1，
1942 年 7 月設立）
義捐金 2,000 万円を寄贈予定。〔3 月 15 日〕
化粧品，石鹸，
洗浄剤
株式会社地の塩社（熊本県
山 鹿 市 久 原 4222 － 2，
1975 年 3 月創業）
総額 1,000 万円相当分の救援物資（アルコール除菌スプレー，手
指用洗浄料水のジェル）を提供。また，社内募金を行い義捐金
として日本赤十字社・熊本日日新聞社を通じて寄付する。
神仏用ローソ
ク線香，アー
トキャンドル，
生活雑貨
カメヤマ株式会社（大阪市
北 区 大 淀 中 2 － 9 － 11，
1927 年 2 月創業）
義捐金 1,000 万円を日本赤十字社三重県支部を通じ被災地へ寄
付。支援物資として，非常用ローソク 1 万個（準備中），マスク
40 万枚を 3 月 25 日に宮城県へ提供予定。経済産業省の要請や全
日本ローソク工業会のとりまとめる支援策に協力。従業員から
義捐金を募り，日本赤十字社三重支部を通じ寄付。〔3 月 23 日〕
粉石鹸，液体
石鹸，化粧品，
歯磨剤，固形
石鹸ほか
エスケー石鹸株式会社（東
京都北区東十条 1 － 19 －
10，1918 年倉橋三平商会
創業，1948 年にエスケー
油 脂 工 業（ 株 ） に 改 称，
1954 年 に エ ス ケ ー 石 鹸
（株）設立，1969 年エスケー
油脂（株）とエスケー石鹸
（株）が合併してエスケー
石鹸（株）となる）
被災地の受け入れ体制が整い次第，固形石鹸，歯磨き粉，除菌
用アルコールの寄贈を決定。
歯 間 ブ ラ シ，
歯ブラシほか
株式会社ジャックス（大阪
府 八 尾 市 若 林 町 2 － 58，
1980 年設立，現在のデン
タルプロ㈱）
救援物資として，全日本ブラシ工業協同組合（1 万本）のほか，
日本小児歯科学会（歯科医師会集約），日本歯科大学，NPO 法人
などに歯ブラシを提供。また，社内募金を 3 月 31 日まで実施し，
会社からの義捐金を合わせて日本赤十字社に義捐金として寄付。
〔3 月 28 日〕
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クス，サンスターのように日本赤十字社を通じて寄付した企業や，表－ 2 のリケンテクノスの
ように中央協同募金会を通じて寄付した企業もあった。ちなみに，これら義捐金の受付団体で
ある日本赤十字社と中央共同募金会などに寄せられた総額は，5 月 25 日現在で約 2,362 億円で
あった 52 とされている。
　さらに注目したいのは，表－ 2 の P&G やユニリーバやユニ・チャームにみられるマッチン
グギフトである。これは，企業や団体が義捐金などを募る際に，従業員などから寄せられた金
額に対して企業や団体が一定比率の額を上乗せして寄付する方式である。これら 3 つの企業も，
従業員からの寄附金と同額すなわち 100％を拠出して，増額する方式を採択していることがわ
かる。
　みずからも被災して痛みを負うなかでのこうした支援活動も，被災地住民にとっては，一定
程度の助けとなったであろう。これらのメーカーのなかには，16 年前の 1995 年（平成 7 年）
1 月 17 日に発生した阪神淡路大震災の被災時に受けた励ましや支援を忘れずに，被災地・住
民への最大限の支援を約束する企業もあった 53。
4．小売業の被災状況と復旧への貢献
　さて，それでは，消費者すなわち被災者に直接生活用品を提供する場となる小売店の状況に
ついて，全貌をみることは難しいが，可能な限り確認しておきたい。
（1）全国チェーン型小売店
　まず，全国的な店舗網を有する小売企業の東北地域の店舗や本部の対応についてみてみるこ
とにしたい。
主要製品分野 企業・団体名（本社所在地，創業・設立年） 支援の状況
オーラルケア
製品，コスメ
タリー製品
サンスター株式会社（大阪
府 高 槻 市 朝 日 町 3 － 1，
1932 年創業）
総額 2 億円の義捐金・支援物資を提供することを決定。義捐金
3,000 万円を日本赤十字社へ寄付。埼玉県歯科医師会へ歯ブラシ
4,920 本，デンタルリンス 4,920 個を提供。日本歯科医師協会へ
歯ブラシ 1 万本，デンタルリンス 1 万個を提供。日本チェーン
ドラッグストア協会と連携し，デンタルリンス 1 万 2,000 個を提
供。トラベルセット 1 万 9,440 セット，野菜ジュース 8 万 1,120
缶を提供。内閣府と連携し，デンタルリンス 2 万 4,996 個，歯ブ
ラシ 4 万 9,920 本を提供。〔3 月 25 日〕
（出典） 『洗剤日用品粧報』（2011 年 3 月 21 日），『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 30 日），および各社のホーム・
ページによる。
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①スーパーマーケット
　スーパー最大手のイオンでは，東北にグループ全体で 450 店舗があった。被害のあったスー
パーは約 200 店舗であった 54。震災直後は，東北エリアの全店舗の 36％ほどしか営業できなかっ
た。しかし，3 月 28 日時点では，450 店舗のうち 420 店舗が屋外営業も含めて再開し，3 月 30
日時点では，休業店舗は総合スーパーが全国の約 420 店舗中 1 店舗，食品スーパーは全国の約
800 店舗中 1 店舗にとどまるまで回復した。
　震災直後は，被災地の供給拠点の機能停止もあって，その影響は東北の各店舗全体に及んで
品薄状態となった。宮城県では，3 月 13 日から，多賀城，気仙沼，利府，石巻を除く 10 店舗
で店頭販売などの形式で営業を開始した。福島県では，3 月 15 日現在で 13 店舗のうち 10 店
舗で震災後も営業を続けていた。福島店（福島市南矢野目）では，自店の被害状況を確認しな
がらも，入り口にある 200m2 ほどの踊り場に商品棚やレジを臨時に設置して，同日の 10 時に
開店した。順番を待つ 50m ほどの客の列ができて，野菜や菓子パン，サンドイッチ，缶詰，
粉ミルク，哺乳瓶，下着，ゴミ袋などがワゴンに並べられたという。グループ企業の食品スー
パーのマックスバリュ東北（秋田市）が秋田県内で展開する 27 店では，パンやカップ麺は宮
城県内のパン工場や物流拠点から配送されていた。震災直後に，新潟県からの配送に切り替え
たが，牛乳はふだんの 2 割，魚は約 7 割と取扱量が大幅に減って，店頭に出すとすぐに売り切
れる状況であったという。
　このような物流の隘路を打開するため，イオンでは，自主流通網を活用し，遠方の中部や関
西の物流センターから被災地の店へと商品を配送した。被災地の断水や関東の水道水で放射性
物質が検出された問題に対応して，ミネラル・ウォーターはフランスや韓国およびカナダから
緊急で 130 万本輸入することとした。また，需要が急増したティッシュペーパーや懐中電灯も
大量に輸入すると発表した。
　セブン＆アイ系列では，イトーヨーカドー（店舗名：社名はイトーヨーカ堂）が震災の翌日
から全店で営業した。東北の全 10 店のうち，店内営業が難しい宮城県の石巻あけぼの店と仙
台泉店では，店頭販売を実施した。その後，3 月 21 日には石巻あけぼの店が 1 階の食品売場
で営業を始め，仙台泉店は屋内の特設スペースでの営業へと変わった 55。
　グループ企業で，東北を地盤とするヨークベニマルは，全 170 店舗のうち半数が被災して休
業したが，3 月 23 日時点で 119 店が営業できるようになり，3 月 30 日時点では 141 店舗が営
業できるまで回復した。宮城県では，3 月 13 日時点で県内 43 店舗のうち仙台市内の 2 店舗で
店頭営業を開始した。翌 3 月 14 日には泉野村（泉区）で店舗内の販売を開始した。3 月 16 日
には，新荒巻店（青葉区）でも営業を始めた。20 日には 19 店での営業と報じられたが，店舗
や在庫の状況で継続営業が難しいとみられ，翌 21 日の営業店は，利府野中，泉野村，新荒巻
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の 3 店の営業にとどまると報じられた。福島県内では，ヨークベニマル県内 66 店舗のうち，3
月 15 日時点で営業を再開できたのは 37 店舗であった。被害の大きかった南相馬市やいわき市
など浜通り地区の店舗は，原発の影響もあってすべて閉店したままであった。一方，郡山市で
は 14 店のうち桑野店を除く 12 店舗，福島市では 10 店舗のうち 6店舗，県南では小野，矢吹
を除く 6店舗，会津は全店が営業した。ただし，各店とも営業時間を大幅に短縮してのことで
あった。しかも，各店舗へのトラックの配送が 1日 1～ 2便程度で，欠品状態が続いた。
　西友では，宮城県では 3月 14 日に汐見台と多賀城桜木店を除く県内 11 店舗で店頭販売をし
た。しかし，これらの部分的な商品供給を除くと，3月 24 日時点で東北の全 24 店舗が実質的
に休業したままであったが，28 日には仙台市内の 12 店舗を再開する目処がたったと報じられ
た 56。ダイエー仙台店（青葉区）も 3月 14 日から継続的に 9時 30 分から営業した。3月 18
日の営業フロアーは 1階と地下 1・2階であったが，19 日には 2階も営業フロアーに加わった。
同日も，それまでと同じく 9時 30 分から営業したが，商品の納入状況をみて変更の可能性も
あるとされた 57。
②コンビニエンス・ストア
　セブン - イレブンでは，3月 13 日 15 時時点で，東北の約 920 店舗のうち 600 店程度が休業
していた。すなわち営業できていた店は 320 店ほどであったとされるが 58，表－ 5に示すよう
に，3月 18 日の発表では，約 350 店ほどが営業できるようになり，3月 23 日には全体の 85%
までが復旧した。
　ローソンは，3月 13 日 15 時時点で，東北 6県の約 810 店のうち営業中と確認できたのは約
450 店であった。すなわち，約 360 店が休業し，このうち 25 店とは連絡がとれない状況であっ
た。しかし，3月 23 日時点では，休業店のうちの 310 店が開業した 59。
　ファミリーマートは，東北 6県で約 590 店あったが，3月 13 日 15 時の時点で約 150 店が営
業できていなかった。商品が入荷できたときだけ限定的に営業する店もあった。休業店は約
250 店となったようであるが，3月 23 日には，このうち約 190 店が営業できるようになった。
　サークルKサンクスは，3月 13 日の正午頃，東北地方の約 540 店のうち，営業できていた
店が 300 店程度はあった。しかし，商品や従業員の確保が難しく，夜には休業する可能性もあ
るということだった。
　宮城県内だけでみると，3月 16 日時点で，店頭販売も含めて日中に営業していたのは，ロー
ソンで 164 店のうち 130 店，サンクスで 110 店のうち 87 店，ファミリーマートで 203 店のう
ち 173 店であった。在庫や各店舗の状況がまちまちであったので，営業時間は店舗によって異
なっていたが，いずれも通常より短い時間であった 60。
　計画停電の影響もあり，コンビニではアイスクリームや冷凍食品の販売を一時中止し，保冷
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庫を密閉するという従来の方式で対応した。セブン－イレブンでは非常用電源でレジや店内照
明を保った。ローソンやファミリーマートでは，検品用に使っていた携帯型バーコードリーダー
を転用して，簡易レジとして活用したという 61。
　コンビニ各社の経営者の判断も迅速であった。セブン－イレブンでは，店舗への商品供給を
最優先とし，メーカーと交渉する際もグループ全体で窓口を一元化することを強化した。東北
の約 600 店の加盟店を集めた会合を開催していたファミリーマートでは，バスをチャーターし
てオーナーや店主を店に帰らせ，家族や従業員の無事を確認させるとともに，復旧を急がせた。
ローソンでは，3 月 12 日に，救援物資や商品を載せたトラックなど車両 5 台と社員 7 人を仙
台市に送り情報の収集に努めさせた。「自力営業」・「要応援」・「営業不可」に 3 分類された店
舗状況に応じて，30 人以上で構成される第 2 陣，第 3 陣を送り込み，店舗の陳列棚や電気配
線の修理にあたらせたのである 62。
　これは，阪神・淡路大震災の経験によって，被災者への食料供給のため部分的にでも再開す
ることが最も優先されなければならないと判断したためであった 63。
　各社とも，商品供給の体制を見直して対応した。セブン－イレブンでは，通常は首都圏の店
舗へ配送する商品を東北地方に回すように物流システムを組み替えた。仙台市や福島県内の取
引先の米飯工場が 3 月 20 日まで再稼働し，商品供給能力を回復したことも，商品の供給力回
復に大きな助けとなった。ファミリーマートも北海道から，青森県の店舗に船便で菓子パンを
届けるなどの配送強化をはかった 64。
　なかには，現場の判断での対応もみられた。宮城県多賀城市でセブン－イレブン 2 店を経営
する店主は，現金をもたない来店客には後日精算で商品を配り，陳列棚はほとんど空になった。
本部からの緊急配送が届いても，列をなす客のニーズには応えきれなかったが，周辺のスーパー
なども閉まっいるので，日中だけでも店を開け続けたという 65。コンビニでも，こうした現場
の判断による対応があったことは注目しておきたい。
③ドラッグストア
　マツモトキヨシも，表－ 5 に示すように，東北および関東の店舗で商品落下や建物の被害が
発生し，営業休止の店舗もあった。宮城県内では，3 月 15 日から 6 店舗のうち仙台中央通り
店と仙台駅前店で営業を続けた 66。
　サンドラッグでも，東北や北関東の一部の店舗で建物や設備の損傷があり，ライフラインの
休止の影響もあって営業休止となった店舗もあった。いずれも，状況の把握に努めるなど，復
旧に向けての取り組みをスタートさせた。
　支援としては，表－ 5 のサンドラッグのように義捐金の寄付を決定している。また，ドラッ
グストアの取り扱い商品の医薬品が不足していることから，医薬品メーカーとドラッグストア
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表－5　東日本大震災発生直後の小売業者の状況（2011年3月18日各社発表にもとづく報道）
企業・
団体名
（本社
所在地）
設立
（商圏）
店舗数
【設立年月】
被害・影響
計画停電など
による対応と
救援物資・
義捐金
備考
2017 年度以降の国内事業拠点・
店舗
事業所・店舗数
（所在地）
物流センター
（所在地）
ホーマック
株 式 会 社
（ 北 海 道 札
幌市厚別区
厚別中央三
条 2 － 1 －
40）
1951 年 12
月（ 北 海
道，青森，
秋 田， 岩
手，山形，
宮 城， 千
葉，茨木，
埼 玉， 東
京）
165（スーパーデポ
25，標準店 140）
3 月 18 日 現 在 で，
岩手県で 8 店舗（仮
設営業 3 店舗），茨
城 県 で 3 店 舗（ 仮
設営業 1 店舗），宮
城県で 21 店舗（仮
設営業 6 店舗）の
営業を中止。
―
○事業所：盛岡
事業所（岩手県
盛岡市），名取事
務所（宮城県名
取市），つくば事
務所（茨城県牛
久市），東京事務
所（東京都品川
区 ） ○ 店 舗 数
277（ 北 海 道
142，青森県 28，
岩手県 31，秋田
県 22， 宮 城 県
24， 福 島 県 1，
山 形 県 5， 茨 城
県 15，千葉県 3，
埼 玉 県 3， 東 京
都 2，神奈川県 1）
北海道地区 5（恵
庭 市 1， 北 広 島
市 2， 河 東 郡 音
更 町 1， 旭 川 市
1）， 東 北 地 区 5
（ 岩 手 県 紫 波 郡
1，秋田県由利本
荘 市 1， 青 森 県
青 森 市 2， 宮 城
県岩沼市 1）
株式会社ダ
イユーエイ
ト（福島県
福島市太平
寺 堰 ノ 上
58）
1976 年 4
月（福島，
宮 城， 山
形，新潟，
栃 木， 茨
木，）
68（ホームセンター
57，スーパー鮮一 5，
オフィスサプライ
2，ホームサービス
2，ペット専門店 1，
ガーデンセンター
1）
被災地の店舗では，
建物の損傷や商品
の落下による汚損，
破損などの被害が
発 生。14 日 現 在，
福島県浜通りの避
難指示のある店舗，
損傷の激しい店舗
など一部店舗では
営業を見合わせて
いるが，それ以外
の店舗では通常営
業 を 行 っ て い る。
安全確保を優先し
て営業するととも
に復旧に向けて全
力で取り組んでい
る。
―
○ ホ ー ム セ ン
ターダイユーエ
イト 68 店舗（福
島県 42，山形県
11， 宮 城 県 5，
秋 田 県 2， 岩 手
県 1， 新 潟 県 1，
茨 城 県 4， 栃 木
県 2） ○ ワ ン ズ
サイクル（自転
車専門店）12 店
舗（ 福 島 県 10，
山形県 2）
○オフィスエイ
ト（文具事務用
品 専 門 店 ）4 店
舗（ 福 島 県 3，
山形県 1）
○ダイユーエイ
ト MAX（ 複 合
商業施設）（福島
県 1）
上名倉流通セン
ター（福島県福
島市），天栄流通
センター（福島
県 岩 瀬 郡 天 栄
村），いわて花巻
流通センタ （ー岩
手県花巻市）
株式会社サ
ンドラッグ
（ 東 京 都 府
中市若松町
1 － 38 －
1））
1965 年 4
月（全国）
445 店舗 グ ル ー プ の 東 北・
北関東地方の一部
店舗において，建
物・ 設 備 の 損 傷，
ライフラインの影
響などにより，一
部の店舗で営業を
停止。現在，店舗
の復旧に向けて全
力で取り組んでい
る。
被災地域への
義 捐 金 と し
て，地方自治
体などを通じ
て，グループ
全 体 で 1 億
500 万円を寄
付する。
○直営店舗（44
都 道 府 県 ）638
店 舗 ○ フ ラ ン
チャイズ店舗 57
店舗
物流センター 全
国 27 か所
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企業・
団体名
（本社
所在地）
設立
（商圏）
店舗数
【設立年月】
被害・影響
計画停電など
による対応と
救援物資・
義捐金
備考
2017 年度以降の国内事業拠点・
店舗
事業所・店舗数
（所在地）
物流センター
（所在地）
株式会社薬
王堂（岩手
県紫波郡矢
巾町広宮沢
第 3 地 割
242 － 1）
1991 年 12
月
129（岩手県 64，宮
城 県 27， 青 森 県
18，秋田県 17，山
形県 3）
18 日現在，宮古磯
鶏店（岩手県宮古
市），岩手山田店（岩
手県山田町），岩手
大槌店（岩手県上
閉伊郡大槌町），釜
石鵜住居店（岩手
県釜石市），大船渡
須崎店（岩手県大
船渡市），高田店（岩
手県陸前高田市），
気仙沼鹿折店（宮
城県気仙沼市），気
仙沼赤岩店（宮城
県気仙沼市），宮城
志津川店（宮城県
三陸町），気仙沼階
上店（宮城県気仙
沼市）の 10 店舗に
ついて営業再開の
見通しが困難な状
況。
―
東 北 6 県 に 221
店舗
株式会社セ
ブ ン & ア
イ HD（ 東
京都千代田
区 二 番 町
8-8）
2005 年 9
月（全国）
セブン - イレブン
【1973 年 11 月 】
12,753，ヨークベニ
マル【1947 年 6 月】
165（福島県 65，宮
城 県 42， 栃 木 県
19，山形県 15，茨
城 県 24）， ヨ ー ク
マート【1975 年 12
月】65（東京都 7，
群 馬 県 1， 埼 玉 県
22， 神 奈 川 県 17，
千葉県 18），イトー
ヨーカ堂【株式会
社イトーヨーカ堂：
2006 年 3 月】177（四
国，九 州，沖 縄を
除く全国），そごう・
西武【2009n 年 8 月】
27（旭川店，秋田店，
つくば店，埼玉県 4，
千葉県 3，東京都 3，
神奈川県 3，福井店，
沼 津 店， 岡 崎 店，
大津店，大阪府 2，
兵庫県 2，広島県 2，
徳島店），セブン &
アイフードシステ
ム【2008 年 1 月】（北
海 道 32， 青 森 県
12，秋田県 2，岩手
県 2，宮城県 5，福
島県 21）
15 日現在の停電な
どの影響を含めた
休業店舗は，セブ
ン - イレブンが約
350 店舗で，ヨーク
ベニマルが 82 店舗
で，イトーヨーカ
ド ー 全 170 店 舗 と
そごう・西武の全
27 店舗は営業中。
各店舗で様々
な節電対策を
実施。被災地
に 対 し て，
ペットボトル
飲 料， 食 料，
毛布，給水車
などを緊急支
援物資として
提供。店舗募
金活動を 3 月
31 日 ま で 実
施。
コ ン ビ ニ 20，
260， 総 合 ス ー
パ ー 168， 食 品
ス ー パ ー 399，
百 貨 店（ 西 武
10， そ ご う 7），
専門店 1,216
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企業・
団体名
（本社
所在地）
設立
（商圏）
店舗数
【設立年月】
被害・影響
計画停電など
による対応と
救援物資・
義捐金
備考
2017 年度以降の国内事業拠点・
店舗
事業所・店舗数
（所在地）
物流センター
（所在地）
株 式 会 社
ファミリー
マート（東
京都豊島区
東池袋 3 －
1 － 1： サ
ンシャイン
60　17F）
1981 年 9
月（全国）
15,789 店 舗（ 国 内
7,688，海外 8,101）
15 日現在，震災に
よる商品，備品の
落下や建物の損傷
などの，停電など
の影響も含め，休
業 店 舗 や 約 110 店
舗。
看板の消灯の
実施。被災地
に対して，菓
子，ゼリー飲
料， カ ッ プ
ラーメン，飲
料水などを支
援物資として
提供。店頭募
金 活 動 を 実
施。
国 内 15,726（ 北
海 道2 3 3 ，東 北
1,124，関東 5,376，
甲信越 502，北陸
504，東海2,439，
関 西 2,537，中 国
7 0 3 ，四 国4 8 4 ，
九州・沖縄 1,824）
株式会社マ
ツモトキヨ
シ HD（ 千
葉県松戸市
新 松 戸 東
9-1）
2007 年 10
月（全国）
マ ツ モ ト キ ヨ シ
【1954 年 1 月 】628
（ 全 国， 薬 粧 623，
ホームセンター 5）
東北地方および関
東地方の店舗で商
品の落下や建物の
損傷などの被害が
発生しており，安
全を優先する観点
から，一部店舗で
は営業を停止。現
在，各店舗の状況
に関する情報を収
集し，復旧に向け
て全力で取り組む。
―
1,246 店舗（北海
道・東北 53，北
関 東 109，南 関
東・北陸・甲信越・
静岡・岐阜 767，
愛知・三重・関西・
鳥取・島根・岡
山183，広島・四
国・ 九 州 111，
沖縄 23）
株式会社ツ
ルハHD（北
海道札幌市
東 区 北 24
条 東 20 －
1 － 21）
1963 年 6
月
ツ ル ハ【1975 年 5
月 】854（ 北 海 道，
東北，関東，中部，
近畿），くすりの福
太郎【1971 年 4 月】
139（千葉県 72，東
京都 61，埼玉県 5，
茨城県 1）
太平洋沿岸地域の
店舗を中心として，
一 部 建 物 の 損 傷，
損壊などの被害が
生 じ る と と も に，
東京電力福島原発
事故にともなう周
辺住民の避難指示
により営業停止と
なっている店舗が
発生。
―
1,901 店舗（北海
道 387，東北 459，
関東甲信越 424，
中部・関西 141，
中 国 282，四 国
195，九州 13）
株 式 会 社
P L A N T
（ 福 井 県 坂
井市坂井町
下 新 庄 15
－ 8 － 1）
1982 年 11
月
20（福井県，石川県，
富 山 県，新 潟 県，
岐 阜 県，鳥 取 県，
福島県，岡山県）
PLANT-4 大 熊 店
（福島県双葉郡大熊
町）は，現地におい
て行政当局より避
難指示が出ている
た め 営 業 を 停 止。
避難指示が解除さ
れ次第，営業再開
予定。
―
24 店舗（福島 1，
新 潟 4， 富 山 1，
石 川 2， 福 井 8，
岐 阜 1， 三 重 1，
京 都 1， 兵 庫 1，
香 川 1， 岡 山 1，
鳥取 1，島根 1）
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および行政の協力で，一般医薬品（大衆薬）を被災地へ運ぶ支援も実施された。水産庁が違法
漁業の取り締まりに使う船を運搬用に提供し，これに，風邪薬など段ボール 500 箱分が 3 月
20 日に横浜から出港することとなった。前日の 3 月 19 日には，佐藤製薬やマツモトキヨシホー
ルディングスなどが提供した風邪薬やビタミン剤といった医薬品のほか，消毒用アルコールな
ど約 30 品目が横浜港に到着し，薬剤師や地元学生ら約 150 人のボランティアが，届け先の被
災地で使い易いように仕分けや箱詰め作業が行われた 67。
④ディスカウント・ストアとベビー用品チェーン
　ドン・キホーテは，3 月 15 日に仙台市青葉区の晩翠通り店で，生活用品の店頭販売を行った。
同日時点で，若林区の六丁の目店は営業の目処は立たなかったが，青葉区の仙台台原店，太白
区の仙台南店は，商品が入り次第，店頭販売を行うと発表した 68。
　西松屋では，宮城県内の 15 店のうち，3 月 14 日時点では 2 店での営業にとどまったが，翌
日には 4 店の営業となり，3 月 18 日には 11 店舗での営業となった。アカチャンホンポの仙台
市の 2 店舗は，3 月 17 日時点で営業を見合わせている状況であった 69。
企業・
団体名
（本社
所在地）
設立
（商圏）
店舗数
【設立年月】
被害・影響
計画停電など
による対応と
救援物資・
義捐金
備考
2017 年度以降の国内事業拠点・
店舗
事業所・店舗数
（所在地）
物流センター
（所在地）
株式会社ヤ
マザワ（山
形県山形市
あやこ町 3
－ 8 － 9）
1962 年 10
月
61（山形県 43，宮
城県 18）
18 日現在，山形県
内の 43 店舗は全店
営業しており，一
部で営業時間を変
更。同日現在，宮
城 県 内 19 店 舗 中，
塩釜中の島店，長
町 南 店， 荒 井 店，
汐見台店以外は店
頭販売を実施。店
舗の状況により営
業時間は一定では
ない。
―
67 店舗（山形県
43，宮城県 24）
（注） 備考欄の事業所，物流センターとその所在地は，ホーマックが 2017 年 2 月末時点，ダイユーエイトが
2018 年 2 月末時点，サンドラッグは 2017 年 3 月末時点，薬王堂は 2017 年 2 月末時点，セブン & アイ
HD が 2018 年 2 月末時点，ファミリーマートが 2018 年 2 月末時点（旧サークル K・サンクスを含むがこ
の時点でのそれは除く），ツルハが HD2018 年 3 月 15 日時点，PLANT が 2018 年 3 月末時点，ヤマザワ
が 2018 年 3 月末時点である。
（出典） 『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 23 日），『平成 23 年版全国日用品・化粧品業界年鑑』（石鹸新報社，
2010 年 11 月），㈱セブン & アイ・ホールディングス『第 6 期有価証券報告書』（自平成 22 年 3 月 1 日
至平成 23 年 2 月 28 日）。
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（2）みやぎ生活協同組合
　全国的な店舗と組織を有する小売機能の担い手として，生活協同組合についても，その状況
をみておこう。
①応急生活物資協定による支援
　小売業機能を担う 1 つであるみやぎ生活協同組合は，22 の自治体と「災害時の応急生活物
資協定」を結んでいたので，3 月 11 日の震災発生当日の 16 時に，百里町からの要請にもとづ
いてパン 2,000 個と水 2,000 本を届けたのをはじめ，4 月 17 日までの 38 日間にわたって，1 日
も途切れることなく，行政の要請に応じた 70。
　提供した自治体は，宮城県と仙台市はじめ宮城県内の 16 の市町村に及んだ。数量は，自治
体からみやぎ生協本部への要請分のうち，有償提供が 361 万 9,266 点，無償提供が 35 万 1,276 点，
自治体から生協の近隣店舗などへの要請分が 1 万 5,124 点で，合計 398 万 5,666 点であった 71。
　これらも，多くのメーカーやベンダー（メーカーの販売会社や卸売業者などの供給業者）の
協力があったからこそ可能であった。たとえば調達方法について相談していると，自社倉庫か
らの出荷可能数を示されると同時に，他のどこにこういう在庫があるから「トラックを持って
いけば対応してくれますよ」といった情報を教えてくれたという。ある時，ベビーフードの要
請があって，メーカーに相談したら，「鹿児島の工場ならいま引き出せます」ということであっ
た。そこで，鹿児島から大阪に輸送し，そこから東京に運んで日本生協連の桶川物流センター
に入れ，仙台までもってくることをメーカーがやってくれたという 72。
②灯油の配達
　他方，前述の灯油不足に関しては，配達灯油の再開を待っている登録者は宮城県内に 11 万
8,000 人もいた。在庫に限りがあったが，できるだけ多くの登録者に行き渡るよう，3 月 16 日
から 1 軒あたり 18 リットルで順次配達していった。しかし，1 週間ほどで入荷が途切れて，3
月 23 日から 1 律 10 リットルの給油制限をせざるを得なかった。原油高騰のなかで 19 日より
予定していた値上げも，据え置かれることとなった。その後，県，灯油元売会社との交渉や，
国への粘り強い要請が功を奏し，被災者生活支援特別対策本部から 500 キロリットルの灯油が
手配された。3 月 31 日には 120 キロリットルの灯油が入荷し，4 月 1 日から満タン給油を開始
できた。これもあって，被害の大きかった石巻や気仙沼地域には，通常行っていない土曜日・
日曜日に，灯油ロータリー車の台数を増便して給油を行ったという 73。
③店舗販売と現場対応
　店舗の開業状況をみると，48 店舗中 14 店舗が大きな被害を受けたが，本部との連絡がとれ
ないなかで，店長の判断で，店長不在の場合は副店長や現場のチーフ，居合わせたトレーナー
などが自らの判断で販売ルールを決めて営業を続けた。震災当日の 3 月 11 日には 27 店舗で営
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業した 74。レジが稼働せず，「ため銭」を用意し，50 円，100 円など，勘定の端数が出ず釣り
銭不要で，元値よりも低い価格で販売した。翌日は 44 店舗，13 日から 14 日にかけても 42 店
舗で，店頭販売などで可能な供給に努めた。
　しかし，沿岸部にあった 2 カ所の物流センターが津波で被災し，商品の入荷ができなくなっ
た。被災直後は店内にあるものをかき集めて販売していたが，店内在庫がなくなると商品供給
ができなくなり休業を余儀なくされた。このため 3 月 15 日の営業店は前日の半数以下に減っ
ていった。
　これは，3 月 14 日に，営業店舗をいったん 19 店に絞り込み，その後，落下物の撤去終了な
ど施設の安全確認ができた店から徐々に営業店数を拡大してゆく方針としたことによる。これ
により店長判断から本部判断に移行した。19 店への絞り込みは 3 月 15 日から実施され，16 日
の営業店は 21 店，17 日は 28 店，18 日には 32 店と拡大していった。
　4 月 29 日には 37 店舗での通常営業を再開した（7 店舗は部分営業，4 店舗は休店・閉店）。
営業時間は 10 時から 21 時までとされた。5 月 29 日以降には，週末限定の開業時間 9 時設定，
7 月 21 日には 5 店舗での夜間 22 時までの営業拡大と時間枠も拡大していった。
　現場では，震災後の混乱を避けるため，さまざまな創意・工夫がこらされた。商品が不足し
ていた期間は，要望の多い商品の情報や不足している商品の情報をボードで告知したり，数量
を制限して販売した。ボードもホワイトボードのほか，段ボールなどさまざまであった。部分
営業を行った店舗では，入場制限やワンウェイ方式，案内係の配置などでスムーズな流れをつ
くった。また，ニーズの多い商品はわかりやすい場所に配置した。並んでいる高齢者や乳幼児
をともなったコープ・メンバーを優先的に案内したり，津波被害に遭った被災者には個別に対
応した。こうした現場の状況に応じた創意・工夫は，日々の各店の業務のなかで，店長を中心
に振り返りを行い，改善点を見い出す中から生まれてきたという 75。実際，レジ・商品補充・
商品調達・警備・誘導・フォローなど，非常事態下での役割分担もすぐに決まり，ローテーショ
ンを組んで業務にあたることができたのである。
④共同購入網の活用
　震災後，生協の事業の 1 つの共同購入は，通信・物流の途絶と燃料不足で 4 週間にわたり，
通常の配達ができなかった。しかし，この共同購入事業の配送インフラが宮城県内に張り巡ら
されていることで，前述の自治体の連携による被災者支援や灯油の安定供給および見舞い品の
配送が可能となった 76。
　まず，自治体の要請に応えられるよう，被害の少ない内陸地域を担当するトラックを緊急車
両として登録した。震災発生当日，亘
わた
理
り
町
ちょう
からの要請にもとづいてパンと水を届けたのをはじ
め，4 月 17 日までの 38 日間，途切れることなく救援物資を搬送した。
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　後述する全国の生協からの支援物資は，3 月 14 日から県内各支部で始まったお見舞い活動で，
生協メーバーや各支部隣接の福祉施設や避難所に届けられた。飲料水，ロングライフパン，缶
詰，カップ麺などの食品を中心に，60 万点に及ぶお見舞い品であった。
⑤全国的・国際的ネットワークの支援
　みやぎ生協は，表－ 6 に示されるように，3 月 16 日から 30 日にかけて，日本生協連へ物的・
人的支援を要請した。救援物資は，震災発生当日，埼玉県桶川市にある（株）シーエックスカー
ゴのセンターからトラック 4 台が当面必要と思われる物資を満載して出発し，翌日，仙台に到
着したのが最初であった。それ以降，被災地に向けて延べ 555 台のトラックが送り出された。
積載物資の内容は，食料（水・飲料，パン，カップ麺など）や日用品（カイロ，毛布，生理用
品など）であった。配布先は，みやぎ生協を通じて日本生協連に依頼した自治体からの要請物
資も含まれていた 77。
　人的支援では，3 月 13 日のコープ神戸からの先遣隊 3 名をはじめとして，4 月 17 日までに，
全国各地生協と日本生協連からみやぎ生協に対する支援は 64 生協（日本生協連含め），延べ
2,992 人に及んだ。派遣された人々は，不足していたガソリンや，軽油を提供してくれた。被
災店舗での片付けのほか，倉庫での仕分け，商品の配送に助力してくれた。このほか，共同購
表－ 6　みやぎ生協から日本生協連への支援要請内容
要請日 要請内容
3 月 16 日
紙おむつ男女兼用 1,100 パック，粉ミルク 2,000 缶，生理用品 5,000 個，ラップ 10,000 本，電池（単
3・単 1）1 万パック，歯ブラシセット 1 万パック
3 月 17 日
店舗応援，SKDC（物流センター）応援人員（3 月 18 日～ 4 月 10 日まで）延べ 1,000 人，ガソリ
ン携行缶 100 缶，18 リットルポリ缶 1,000 個
3 月 18 日 テント 10 張り
3 月 19 日
ガソリン 10 キロリットル，軽油 10 キロリットル，自衛隊が行う炊き出し用の食材手配（食材の
要望 3 万個のおにぎり用），ディーゼル車（ワゴン）1 台の借用
3 月 20 日 共済の訪問活動支援，山元町からの要請による生活用品
3 月 21 日 共同購入職員用帽子 1,000 個，灯油 150 キロリットル（今後灯油については毎日要請）
3 月 22 日 オリコン（16B，32B）各 3 万個，カゴ車 500 台，「店舗のプライスカードの運搬」の依頼
3 月 23 日 避難所で使用するトイレ清掃用品，共済の訪問活動支援，灯油・共同購入の営業再開の支援
3 月 24 日
自衛隊による炊き出し（炊事），入浴施設設備，遺体収容作業関連の物資要請，共同購入お見舞い
活動食品
3 月 28 日 燃料の追加，店舗応援の要請終了
3 月 30 日 灯油確保と岩沼流通団地への電気早期復旧（日本生協連から国へ）
（注） SKDC は「サンネット（S）共同（K）購入コープドライ（D）セットセンター（C）」の略で，物流センター
である。サンネットとは東北 6 県の 9 つの生協の連合体である「生活協同組合連合会コープ東北サンネッ
ト事業連合会」のことである（みやぎ生協機関運営部への質問に対する回答による）。
（出典）みやぎ生活協同組合『3.11 東日本大震災　みやぎ生協　活動の記録』（2012 年 3 月）125 頁。
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入のメンバーへのお見舞い活動も支援してくれた。
　国際的な支援としては，国際協同組合同盟（ICA）のポーリング・グリーン会長による 3 月
16 日付け書簡での ｢日本災害復興基金｣ の設置の発表により，見舞金が募られた。また，み
やぎ生協では，シンガポール，韓国，アメリカ，タイの協同組合組織から支援の申し入れを受
けた。
（3）広域型小売業と地域型小売業
　次に，全国的ではないが広域的な店舗網をもつ小売企業と，いわゆる地場の地域型小売企業
の対応についてみておこう。
①ホームセンター
　北海道から東日本に店舗を有している DCM 傘下のホームセンターのホーマックでは，表－
5 に示されるように，震災発生から 1 週間経った 3 月 18 日現在で，165 の店舗のうち，岩手県
で 8 店舗，茨城県で 3 店舗，宮城県で 21 店舗の営業を中止せざるを得なかった。被災した諸
点舗のうち 7 店舗は，長期の休業を余儀なくされた 78。しかし，被災者への必需品の供給のた
め，岩手県で 3 店舗，茨城県で 1 店舗，宮城県で 6 店舗は仮設での営業を継続した。なお，生
鮮食品を口にする機会が減るなかで，このホーマックの宮古市南店（宮古市磯鶏 3 丁目）では，
土曜と日曜を中心に，被災を免れた新巻鮭の切り身や刺身用のアオリイカなどが市価の 2 割安
で販売された。これは，津波被害に遭った魚介類の販売店の主人が申し出て，宮古南店が快諾
したことで実現したもので，近隣の住民にはとても喜ばれた 79。こうした臨機応変な即興的対
応は，現場力のひとつとして注目しておきたい。
　ホームセンターを中心にしながらスーパーなども営業し，福島県から宮城，山形，新潟，栃
木，茨城へと広域的に店舗を展開していたダイユーエイトでは，表－ 5 に示すように建物の損
傷や商品の落下による汚損や破損が発生した。このため，3 月 12 日から相双地区の 5 店舗を
休業とした。さらに，3 月 15 日に，福島第一原発から 20 ～ 30km 圏に「屋内退避」が呼びか
けられたため，いわき市内の 6 店舗と，隣接する小野，船引（田村市）の 2 店舗を休業とした。
これら以外の福島市周辺や県中，県南，会津地区は通常営業に努めた。同社では，需要の高い
紙おむつなどの乳幼児用品や飲料水は県を通じて提供した。ただし，営業中の店舗も，輸送ト
ラックの燃料不足から商品をなかなか補充できない状態にあったという 80。3 月 23 日まで，ホー
ムセンター全 57 店輔のうち 49 店輔で営業を再開できたが，営業時間は通常より 2 時間程度短
くされた。売れ筋は，紙おむつやウェットティッシュなどの紙製品であったが，ガソリン不足
の影響で自転車も通常の 2 ～ 3 倍売れている状況であった 81。
　宮城県を中心にチェーンを展開するホームセンターのダイシン（アイリス・オーヤマの子会
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社）は，3 月 14 日には，宮城県内 13 店輔のうち亘理，気仙沼，矢本を除いた 10 店舗で店頭
販売を行った。仙台市宮城野区の幸町店は，翌 15 日も店頭販売を行い，1 ～ 2 日程度，危険
な場所の補修工事を行うために閉店した後，再開すると報じられた。他の店舗でも，販売でき
る商品の在庫がなくなった段階で一時閉店して，営業を再開することとされたが，3 月 20 日
時点では矢本を除いた 12 店舗で販売を行った 82。
　他県に本社を置いて東北エリアに店舗展開しているホームセンターでは，新潟県のコメリ（新
潟市）とホームセンタームサシ（三条市），群馬県高崎市に本部を置いていたカインズホーム
（2012 年 2 月に埼玉県本庄市に本部移転）などがあった。コメリは，宮城県内 35 店舗のうち，
3 月 14 日に 10 店輔，15 日に 17 店輔，16 日に 15 店輔で仮設営業を行った。しかしトラック
の燃料が枯渇しているため，商品が運べない状態が続いた。3 月 20 日の営業店は 24 店舗，21
日のそれは 23 店舗であった 83。ホームセンタームサシも，3 月 21 日に仙台泉店と名取店で午
前 9 時 30 分から営業を始め，商品がなくなり次第，営業を終えるとされた 84。カインズホー
ムは，宮城，福島の計 15 店舗のうち，営業を継続していたのは福島県の喜多方店のみであった。
宮城県内の 4 店舗は営業を停止していたが，3 月 15 日から仙台富谷店の店舗の一部で営業を
始め，16 日には同店で店頭販売を実施した。3 月 19 日には，仙台富谷店の店舗内の一部と古
川店での店頭販売を行った 85。このように，他店本拠のホームセンターも，店頭在庫の供給に
努めたが，商品補給は容易ではなかったと思われる。
②ドラッグストア
　北海道から東日本全域さらには近畿まで商圏をもっていたツルハも，表－ 5 に示すように，
沿岸地域の店舗を中心に一部の建物の損傷や損壊の被害が生じた。また原発事故にともなう避
難指示のため，営業停止となった店舗もあった。その数は，3 月 16 日の時点で，壊滅的なダメー
ジを受けた店舗が 6，業者に修理依頼中の店舗が 55，立入禁止区域で状況が確認できない店舗
が 5，計 66 店舗が被害を受けたとされ，原発事故の避難命令による営業停止が 26，全体で 92
店舗が営業できない状況であった 86。
　商品供給面をみると，仙台の物流センターは被害を受けた。しかし，同日時点では，すでに
青森・秋田・山形の物流センターからの商品供給を確保できていることや，同日からガソリン
の供給面が改善されていた。これにより，徐々に各店舗への商品の供給の流れが良くなるとさ
れた。販売の現場では，自社の安否未確認の従業員や従業員家族の被害者が多数いるなかで，
地域生活者への商品供給の使命感を強くもって店舗活動に従事する者も少なくなかったとい
う。こうした従業員の相互扶助の思いや使命感は，小売店のみならす，卸売企業，製造企業な
どの関係者にも広く共有されたことであったろう。
　関東から宮城県へと広域展開していたトモズは，3 月 15 日時点で，仙台市青葉区の仙台ハ
19-12-324　02　佐々木聡.indd   56 2020/02/11   10:19:56
―　東日本大震災と日用雑貨品の製造・卸売・小売企業　― 57
ピナ店，仙台サンモール店，仙台中央店で営業し，3 月 20 日時点では，これに仙台クリスロー
ド店を加えた 4 店舗で営業した 87。
　岩手県から宮城，青森，秋田，山形へと展開しているドラッグストアの薬王堂は，岩手と宮
城の両県沿岸部の一部の店舗で，津波で壁に大きな穴があくという被害を受けた 88。表－ 5 に
示すように，沿岸部を中心に 10 店舗が営業の再開が困難な状況であった 89。
　宮城県を中心に岩手県などにも店舗を展開していたダルマ薬局は，全 54 店舗のうち，3 月
15 日と 16 日には，仙台市若林区などを除く宮城県内の 40 店舗で営業した。しかし，食品は
じめ生活洋品の在庫は少なくなり，商品供給の見通しも立たなかった。3 月 19 日には 41 店舗
で営業を行うとされたが，3 月 20 日は 37 店舗，21 日には 39 店舗での営業にとどまったよう
である 90。
③地場スーパーと酒類販売店
　宮城県の登米市に本社を置き，石巻・塩釜・仙台など宮城県内に店舗を展開していた地場の
食品スーパーのウジエスーパーは，3 月 17 日に 9 店輔，18 日に 12 店輔，19 日に 16 店輔，20
日に 25 店輔，21 日に 27 店輔と徐々に店内での営業店輔を増やしていった。しかし，いずれ
も状況をみながらの店内営業とされた。営業不可の店輔は，3 月 18 日に 4，19 日に 3，20 日
と 21 日は 2 と少しずつ減った。店頭営業が可能な店舗と営業不可の店輔以外でも，店頭販売
で対応するとされた 91。
　仙台市の食品スーパーのサンマリ（丸紅の完全子会社として設立され，2009 年に秋田県仙
北市で酒販から食品販売へと展開した株式会社伏見屋ホールディングの傘下に入る）は，3 月
13 日までに，仙台市と利府町の計 8 店舗で在庫品をほぼ完売した。3 月 15 日には商品を調達
して午後から仙台市内の 6 店舗と利府店で，在庫品をみながら，店頭販売を実施した 92。
　同じく食品スーパーのモリヤ（2010 年 7 月に民事再生法の適用を申請し，2011 年 7 月には，
サンマリと同じく株式会社伏見屋ホールディングの傘下で 5 月に新設された受皿会社の仙台物
産に営業譲渡された）は，3 月 18 日にスーパービック吉成，旭ヶ丘，村田の 3 店輔と，フレッ
シュフードモリヤ幸町，今泉，落合，長町，大学病院前の 5 店輔，パワーズ東中田店で店内で
の営業をするとされた。またフレッシュフード沖野店，スーパービック六丁の目店は，店舗の
状況をみながら店頭販売を実施するとされた。3 月 19 日と 20 日も，スーパービックでは先の
店内営業 3 店輔と六丁の目店，フレッシュフードでは先の 5 店輔，パワーズでは同様に東中田
店がそれぞれ店内営業とされ，フレッシュフード沖野店は閉店と報じられた。翌 3 月 21 日には，
スーパービック吉成，六丁の目，旭ヶ丘，村田の 4 店輔，フレッシュフードでは同様の 5 店輔，
パワーズでは同様に東中田店が店内営業とされた。いずれの店舗でも，それぞれの店輔の商品
の在庫状況により営業時間が変わるとされた 93。
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　表－ 5 に示すヤマザワは山形市に本社を置き，山形県と宮城県に店舗を展開してたスーパー
マーケットである。このヤマザワは，山形県では全店輔で営業を継続したが，宮城県では，3
月 15 日時点で塩釜中の島店と汐見店のみ休業し，それ以外の店舗では店頭販売で営業してい
た。翌 3 月 16 日の休業は塩釜中の島店のみであったが，3 月 17 日の休業は塩釜中の島店と長
町南店の 2 店輔，3 月 20 日と 21 日はそれらに汐見台店と荒井店加わって 4 店輔が休業となっ
ている 94。山形県内の各店舗では，宮城県内の物流拠点への納品が減っているなかで，在庫を
中心に販売したが，パンやカップ麺，缶詰，トイレットペーパー，乾電池などが品薄となった。
自社工場でつくっている弁当やおにぎり，牛乳などの在庫は，3 月 16 日時点ではまだ確保で
きたという 95。
　地元の食品スーパーのイトーチェーンも，3 月 20 日には，7 時から岩沼，9 時から仙台泉，
高砂，柴田ショッピングセンター・マルコ，柴田船迫，9 時半から名取，10 時から角田の各店
舗で営業するとされた。21 日には，20 日の営業店に加えて 9 時からの営業店に船岡店が加わっ
た 96。
　塩釜市の発祥で仙台市に本社を置く酒類・飲料・食品のディスカウントストアのやまや（イ
オングループの一員）は，3 月 16 日現在で宮城県内 45 店輔のうち 32 店舗，18 日には 34 店舗
で，20 日には 35 店舗で，店頭または店内での営業を行った 97。
　青果店として創業しフルーツカフェなどを展開していたいたがきも，3 月 19 日には，本店（宮
城野区二十人町）と朝市の 2 店輔は 9 時から，仙台三越店は 11 時から営業し，野菜や果物な
どを販売するとされた。20 日には本店と一番町，朝市の各店輔で営業し，21 日も本店と一番町，
朝市，エスパル店，三越仙台の各店輔で営業するとされた。いずれも，在庫状況の関係で閉店
は 14 時とされた 98。
④衣料品店
　衣料品関係では，作業着・作業用品のダブルストーンが，防寒服や手袋，肌着，マスク，ト
レーナー，消毒剤などを 3 月 18 日に販売するとされた。同日の営業店輔は，卸町本部，六丁
の目，大和町，仙台空港，利府，加茂，蛇田，大河原，古川の 9 店舗であったが，19 日から
21 日にかけては 286（店舗名）が加わり 10 店舗となった 99。
　仙台の老舗衣料品店であった大内屋（2016 年 1 月廃業）も，仙台青葉区一丁目の本店で 3
月 21 日の 11 時から 15 時まで営業し，肌着，靴下，女性用下着，バッグ，手袋などを販売す
るとされた 100。
⑤百貨店・ショッピングセンター
　さくら野百貨店仙台店は，3 月 16 日の 10 時から 15 時までの予定で，仙台東洋ビル 4 階（青
葉区中央 1 丁目）で，菓子類，下着，靴下，タオルなどを販売するとされた。また，事前に注
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文を受けていた中学校の制服の受け渡しも実施することとした。3 月 18 日から 21 日にかけて
も同様の営業が実施された 101。
　藤崎は，3 月 19 日の 10 時から本館 1 階と地下 1 階，大町舘 1 階の一部で，菓子類，パン，
総菜，青果などの一部の食品と，婦人・紳士・子供用品，日用品の販売を行うとされた。しか
し，数量限定で，売り切れ次第終了とされ，商品の納入状況によっては変更もあるとされた。
3 月 20 日も同様であったが，販売品目にベビー用品が加わり，21 日は入店は正午までで，13
時までの営業とされた 102。
　仙台駅に隣接するショッピングセンターのエスパル仙台店は，3 月 20 日の 11 時から食料品
を臨時販売するとされた。場所は，ホテルメトロポリタン仙台 1 階のエントランスで，販売す
るテナントは魚の北辰（鮮魚），ナチュラルイタガキ（青果），ニュークイック（精肉），伊達
の牛たん本舗（牛タン），デリフランス（パン）などである。仕入ができた店のみの販売で，
販売開始が遅れる店が出ることもあり，少量の限定販売で完売すれば営業終了とされた 103。
（4）仙台朝市
　他方，仙台市民にとって食品購入の 1 つの拠点ともいえる JR 仙台駅西側の仙台朝市の状況
をみてみよう。震災発生から 1 週間経った 3 月 18 日も，鮮魚店や青果店などの商店が並ぶ通
りの周辺には，リュックサックや買い物袋，段ボールなどを持った市民が長い列をなした。買
い物で出られない消費者も多い中で，食料を確保できた分だけましと感じる者も少なくなかっ
たようである 104。
　各店舗とも，まだ商品の調達は厳しい状況に変わりはなかった。鮮魚店では，一部入ってき
た魚もあったが，在庫を出している状況であった。また，地震で家族や親戚を亡くしながらも，
市民への食料提供に努めるために頑張って営業している店も多かったという。
（5）小売業の寄付・支援活動
　小売の各業態の各社とも，生活必需品の提供を実施した。ホームセンターでは，前述のよう
に，ダイユーエイトが紙おむつなどの乳幼児用品や飲料水などを県を通じて提供した。ドラッ
グストアでは，ツルハホールディングスが，医薬品や介護関連用品，ベビー用品などで総額 3,000
万円相当の救援物資を被災地に無償提供した。さらに同社では，4 月 3 日に，日本赤十字社を
通じて，1 億円の義捐金の寄付を発表した 105。サンドラッグでも，表－ 5 に示されるように，
自治体を通じて 1 億 500 万円の寄付を行うとされた。地元のドラッグストアのヤマギワ薬品で
も，3 月 22 日に山形県に医薬品を提供した。提供されたかぜ薬や胃腸薬，消毒液，湿布，タ
オル，マスクなどは医薬品セットとしてビニールケースに入れられ，300 ケースが用意されて，
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県内の避難所に送られるとされた 106。
　コンビニ各社でも，表－ 5 に示されるように，支援活動も実施した。コンビニでは，節電対
策のほか，飲料や食料の提供などを支援物資として提供した。セブン－イレブンやファミリー
マートのように，店頭で募金活動を実施した企業もあった。
　すべてを把握できてはいないが，このように，多くの小売企業も，メーカーと同様に，生活
必需品の無償提供や義捐金の寄付を実施した。そして，現場の人々や企業トップは，生活必需
品をできるだけ途切れなく提供することに腐心したのである。
5．卸売企業の被災状況と復旧への貢献
　メーカーと小売業との間で，日用雑貨品の効率的な商流・物流・情報流を担っている卸売企
業については，通常に商品が流通しているときでさえ，メーカーや小売店ほど一般に注視され
ることはない。しかし，ここで，その平時の役割や機能を見直す意味でも，この大震災発生直
後の卸売企業のおおよその状況を確認しておこう。
（1）全国卸売企業の被災状況と対応
　表－ 7 に示されるように，日用品の主要卸売企業は，物流センターなどを中心に震災の影響
を受けた。
　売上高で業界首位のパルタックでは，震災と火災の影響により，RDC 仙台（宮城県岩沼
市）107 と加須物流センター（埼玉県加須市）の 2 箇所が大きな被害を受けた。パルタックと同
じメディパルグループの医薬品卸企業のメディセオも，表－ 6 に示されるように岩手県の営業
拠点 1 箇所が壊滅的な被害を受けたのをはじめ，岩手・宮城・茨城 3 県の営業拠点の社内ネッ
トワーク障害，さらに茨城の物流センターの出庫機能の不具合などが発生した 108。
　業界 2 位の株式会社あらたも，東北地区や関東地区の一部の拠点で物流拠点の破損などで出
荷ができなくなった。また，福島第一原発事故の影響に鑑み福島支店（福島市田村市船引町）
の一部を閉鎖した 109。また，あらたが担ってきた複数企業の混載システムである「コンバイ
ン方式」も停止した。
　仙台市若林区に本社のある東北の広域卸売企業の東流社は，表－ 7 に示されるように，二本
松物流センター事務棟，仙台本社と郡山営業所の建物の一部に被害があった。仙台 TC センター
では荷崩れが発生した 110。
　東流社が加盟する連合体の J-NETT 加盟企業でも，表－ 7 に示すような被害があった。また，
J-NETT と同様の全国ネットワークであるサプリコも，メンバー企業 73 社中，12 社が東北の
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表－ 7　東日本大震災発生直後の主要卸売業者の被災状況（2011 年 3月 18 日各社発表にも
とづく報道）
企業・団体名 創業・設立年月，本社所在地 被害・影響
株式会社メデイパル HD
2005 年 10 月に医療用医薬品等卸の（株）
メディセオホールディングスと（株）
パルタックとの株式交換によって経営
統合し，（株）メディセオ・パルホール
ディングスとなり，（株）パルタックは
その完全子会社となる。2009年にメディ
パル HD に商号変更（東京都八重洲 2
－ 7 － 15）
〔メディセオ〕・・・岩手県にある営業
拠点 1 ヵ所が津波により壊滅的な状況。
また停電などにより，岩手県，宮城県，
茨城県にある 3 ヵ所の営業拠点におけ
る社内ネットワーク障害および茨城県
にある物流センターの出庫機能に不具
合が発生。センターの復旧には 1 週間
程度を見込む。〔MP アグロ（関連会社
で盛岡に物流センター）〕・・・岩手県
の営業拠点 1 カ所が損傷。人的被害は
ない。
株式会社 Paltac
1898 年 12 月創業（大阪市中央区南久宝
寺町 1 － 5 － 9）
RDC 仙台（宮城県岩沼市），加須物流
センター（埼玉県加須市）が甚大な被
害を受け，現在，稼働不能の状況。
株式会社あらた
2002 年 4 月設立（千葉県船橋市海神町
南 1 － 1389）
被害状況に鑑み，福島支店（福島県田
村市）の一時閉鎖を決定。閉鎖にとも
なう出荷業務は他県より代替配送を行
うなどにより対応。
株式会社東流社
1995 年 6 月設立（宮城県仙台市若林区
卸町東 3 － 4 － 13），西日本共和（株）・
（株）中央ホームズと 3 社で 2007 年 2
月に J-NET（株）を設立，2009 年 10
月に新しい J-NET（株）へ加盟しその
東日本支社となる。
二本松物流センター事務棟・郡山営業
所・仙台本社の建物の一部に軽微な被
害が発生。本社は停電状態が続いてい
るため，PC が稼働できな状況となって
いるほか，通信環境も不良のため，人
海戦術で対応中。ホテルの一室を「仮
本部」とし，本社が復電するまで対応
する。物流センターは，仙台物流 TC（紙
センター）で荷崩れが発生したが，16
日は復旧の見通し。
ハリマ共和物産株式会社
1907 年創業・1951 年 3 月設立（兵庫県
姫路市飾東町庄 313）
宮城物流センタ （ー宮城加美郡）が停電，
断水ならびに建物・設備の損傷などの
被害により，操業を停止中。
株式会社サプリコ
2003 年 3 月に 38 社の出資で有限会社サ
プリコが設立され，2004 年 12 月に株式
会社に改組（東京都中央区日本橋小網
町 15 － 9）
メンバー 73 社中，12 社が東北のメン
バー。高岩本店（岩手県宮古市）では 1
階の一部が浸水の被害を受けた。
アルフレッサ HD 株式会社
2003 年 9 月創立（東京都千代田区大手
町 1 － 1 － 3）
営業拠点においては，東北エリアにお
ける 50 ヵ所中 3 ヵ所（釜石，陸前高田，
石巻）が全域または，立ち入り禁止と
なっている。
J-NET 中央株式会社
1969 年関東ホームズとして設立，1979
年 2 月中央ホームズ設立（東京都台東
区東上野 1 － 6 － 2）
J-NET 会員のコスモプロダクツ，坂場
商店，西形商店で軽微な被害報告あり。
（出典） 『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 23 日），『平成 23 年版全国日用品・化粧品業界年鑑』（石鹸新報社，
2010 年 11 月）および石鹸新報社・由上優氏の提供情報。
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企業であったが，岩手県のメンバー企業に浸水の被害があったことが確認されたにとどまっ
た 111。
（2）機能の復旧
　パルタックでは，近隣のセンターからの代替出荷で物流機能の回復を果たした 112。RDC 仙
台の代替機能を担ったのは，岩手県花巻市の RDC 東北であった。これによって，震災発生後
4 日目には東北全域への商品供給機能が復旧したという 113。関東エリアの代替出荷は，RDC
東京（鳥羽県浦安市），RDC 横浜（神奈川県座間市），RDC 群馬（群馬県館林市）などが担う
こととなった 114。
　あらたでも，停止した出荷業務機能を補完するため，他の県の拠点からの代替配送などを実
施することで対応した 115。
　東流社では，ホテルの 1 室を仮本部として，停電でパソコンが使えないため，人手による作
業などで対応した。3 月 17 日には本社が通電し，翌 18 日からはサーバー，パソコンなども使
えるようになり，本社での業務を再開した。同社は，被災地に多くの得意先小売店があるので，
メーカーへの交渉をはじめ商品供給の要望に全力をあげて応えることとなった 116。二本松の
物流センターでは，震災の翌日の 3 月 12 日（土曜日）と 13 日（日曜日）の 2 日間にわたって，
従業員総出で，落下した商品の整理，ガラスの割れた事務棟の処置にあたった。これによって，
3 月 14 日の月曜日には出荷できる体制を整えた 117。
　東流社は，二本松物流センターが自家発電装置を備えていたことや，内陸部にあったことが
幸いして，物流機能の回復が早かったと思われる。また，ホスト・コンピュータを免震構造・
自家発電などの災害対応設備が備わった青森市の計算センターにハウジングし，管理を委託し
ていた。このため機能の回復は早かった。J-NETT 加盟企業からの激励や支援や商品調達面の
協力も，東流社にとって助力となった。東流社は，短期間ながら，同社も加わわっていたあら
たの「コンバイン」物流機能の代替機能も果たすこともできたのである 118。
6．おわりに
　最後に本稿でみてきたことにより確認されたことを，あらためて整理しておくことにしたい。
　東日本大震災の規模や範囲は，未曾有のものであり，それに原発事故も重なった。多くの人
命が失われ，居住地も破壊され，長期的な避難を余儀なくされた。交通インフラやライフライ
ンも停止し，生活必需品の供給の流れも途絶えた。政府や自治体は，企業の支援を得ながら，
即座に緊急的な支援対策を実行したが，その効果は必ずしも即効性がなかった。やはり，日用
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雑貨品の生産と流通を担っている製造企業，小売企業，卸売企業の自主的な回復・支援努力も
必要であった。
　不足する日用雑貨品の生産と流通を担う企業をみると，まずメーカーは拠点が被害を受ける
なかで，被災者にとって必要な生活必需品の生産を復旧させることに重点が置かれた。生産や
物流の機能を休止せざる得なかった拠点を補完するために，他の拠点での振り替え生産や別の
物流経路を構築した。これは，主要メーカーが全国に拠点を分散させていたからこそ可能であっ
たろう。
　その一方で，メーカーは，業界団体や政府・自治体を通じて，生活必需品をできるだけ多く
被災者に現物提供する支援も実施した。さらに，マッチング・ギフト方式その他による義捐金
というかたちでの金銭的支援も，ほとんどの企業で実施した。そこには，直接，被災者たる消
費者に直接的な支援を施す接点の少ないメーカー関係者による被災者との距離感があったとも
思われる。しかし，提供された支援物資や金銭が，必ずしも即座にかつ求められるかたちで被
災者に提供されなかった一面もあった。残念ながら，提供側のメーカーと被災者との距離間に
ともなう情報の非対称性は，その意味では十分に埋め尽くすことができなかったとみられる。
　消費者の最前線に位置する小売企業および小売機能をもった機関や場は，メーカーと異なり，
消費者に直接，必要な商品を日常的に届ける役割を果たしている。それゆえ，まずもって，生
活必需品を途切れなく届けるために，販売する時間と空間をできるだけ間断なく確保すること
が優先的な行動とされた。そのため，まずもって手元の在庫品の供給に努めた。そして，通常
の交通網が寸断されるなかで，広い経営上のネットワークから必需品を調達し販売空間に可能
な手段や方法を講じて届けることに努めた。
　商品の供給に際しては，現地の生活や消費の状況を知悉している店長はじめ店舗従業員の現
場の知恵や即興的対応が，全体的なシステム的対応を強く代替ないし補完したといえよう。そ
れは，店長や店舗従業員が消費の現場の実需により近い感覚にもっていたからこそ可能であっ
た。
　一方，中間流通を担う卸売企業も，自社の各拠点が被災するなかで，流通機能の回復に努め
た。その際，やはり全国的な拠点網をもつ卸売企業は，メーカーと同様に，代替物流などによっ
て停止した機能を補完した。また東北地方の広域卸売企業も，ある程度，業務を分散させてい
たことによって，被害の程度も分散させることができた。このため，被害の小さかったセンター
から回復し，他社の物流代替機能も発揮し得たのである。
　ただし，この卸売企業の果たした役割については，もう少し詳細な検討が必要である。それ
は，本稿においての検討が日用雑貨品の関連企業の全体像を検証することに重きが置かれ，十
分な検証がなされなかったこともある。しかし，それだけではない。緊急時には，需要サイド
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である被災者から流通の上流分野への直接的かつ即時的な納入の要求が高まる。このため，小
売企業やメーカーを主たる対象とした研究者の視点でも，無意識的に「中抜き」すなわち，緊
急時にはなおさら卸売企業を経由しない流通になるというイメージが想定されてしまいがちで
ある。それによって，東日本大震災時の流通の実際を検証する際の大きな欠落が発生するおそ
れがある。そうした可能性を最小限にとどめるためにも，東日本大震災にともなう卸売企業の
被災状況と機能回復過程の詳細な検討は，次の重要な課題となろう。
【注】
1 　気象庁では，2011（平成 23）年 3 月 11 日に，この地震を「平成 23（2011 年）東北地方太平洋沖地震」と
名付けた。さらに，政府では，地震と津波による災害規模が東日本全域に及ぶ甚大なものであることに加えて，
原子力発電施設の事故が重なるという未曾有の複合的な大災害であり，今後の復旧・復興施策推進の際に統一
的な名称が必要となるとのことから，災害名を「東日本大震災」と呼称することとし，同年 4 月 1 日の閣議で
了解された（内閣府 HP・防災情報のページ・『平成 23 年版防災白書』・『防災に関してとった措置の概況・平
成 23 年度の防災に関する計画〔第 177 回国会（常会）提出〕』2 頁および内閣府 HP・防災情報のページ・『平
成 23 年（2
（ママ）
011 年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について』（緊急対策本部，平成 30 年 3 月 5 日（17：
00））14 頁）。
2 　1960 年 5 月 23 日のチリ地震のマグニチュードが 9.5，1964 年 3 月 28 日のアラスカ湾地震が 9.2，2004 年 12
月 26 日のインドネシア・スマトラ島北部西方沖地震が 9.1 であった（前掲『平成 23 年版防災白書』・『防災に
関してとった措置の概況・平成 23 年度の防災に関する計画〔第 177 回国会（常会）提出〕』3 頁）。
3 　震度 5 強は，青森県三八上北・下北，岩手県沿岸北部，秋田県沿岸南部・内陸南部，山形県村山・置
おき
賜
たま
，群
馬県北部，埼玉県北部，千葉県北東部・南部，東京都 23 区，新島，神奈川県東部・西部，山梨県中部・西部，
山梨県東部・富士五湖の各地域である（同書，3 頁）。
4　同書 6 頁。
5　同書 91 頁。
6　同書 8 ～ 10 頁。
7 　同書 10 ～ 11 頁および 23 頁。なお，被害者の数字は，その後も修正され続けており，2018（平成 30）年 3
月 1 日の消防庁の調べでは，災害関連死も含めた死者は 19,630 名で，行方不明者数は 2,569 名，負傷者は 6,230
名となっている（内閣府 HP・防災情報のページ・緊急災害対策本部『平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋
沖地震（東日本大震災）について』〔平成 30 年 3 月 5 日（17：00）〕37 頁）。
8 　県別の浸水状況をみると，青森県 24km2，岩手県 58km2，宮城県 327km2，福島県 112km2，茨城県 23km2，
千葉県 17km2 とされている（前掲『防災に関してとった措置の概況・平成 23 年度の防災に関する計画〔第
177 回国会（常会）提出〕』13 頁）。
9　同書 29 頁。
10 　一般財団法人高度情報科学技術研究機構 HP 公開の「原子力百科事典 ATOMICA」（最終更新日：2017 年
3 月 22 日）所収「福島第一原発事故の概要（02-07-03-01）」。
11　同書による。
12 　ここでの交通関係の被害と対策についての叙述は，前掲『防災に関してとった措置の概況・平成 23 年度の
防災に関する計画〔第 177 回国会（常会）提出〕』33 ～ 34 頁による。
13　同書 33 頁。
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14　同書 34 頁。
15 　『河北新報』（2011 年 3 月 13 日），同紙（2011 年 3 月 14 日），同紙（2011 年 3 月 16 日），同紙（2011 年 3
月 20 日）。
16 　前掲『防災に関してとった措置の概況・平成 23 年度の防災に関する計画〔第 177 回国会（常会）提出〕』
34 頁。
17 　『河北新報』（2011 年 3 月 16 日）。なお，3 月 15 日の時点で，仙台市ガス局関係者は，LNG を気化させて
都市ガスを供給する方式よりも，比較的被害の少ない新潟～仙台間の天然ガスパイプラインの活用による供
給の方が復旧が早いとみたという（同紙，2011 年 3 月 16 日）。
18 　前掲『防災に関してとった措置の概況・平成 23 年度の防災に関する計画〔第 177 回国会（常会）提出〕』
34 頁。
19　『河北新報』（2011 年 3 月 14 日）。
20 　前掲『防災に関してとった措置の概況・平成 23 年度の防災に関する計画〔第 177 回国会（常会）提出〕』
34 頁。なお，120 箇所の内訳は，稼働停止 48 箇所，施設損傷 63 箇所および現地確認が困難なため不明 9 箇
所とされている（同書 34 頁）。
21 　同書 34 頁。なお，112 箇所の内訳は，稼働停止 79 箇所，施設損傷 32 箇所および現地確認が困難なため不
明 1 箇所とされている（同書 34 頁）。
22　同書 34 ～ 35 頁。
23　同書 35 頁。
24　同書 35 頁。
25　同書 35 頁。
26　同書 35 頁。
27 　同書 35 頁，みやぎ生活協同組合総務部編『3.11 東日本大震災　みやぎ生協活動の記録』（みやぎ生活協同
組合，2012 年 3 月 11 日）86 頁。
28　『河北新報』（2011 年 3 月 13 日）。
29　同紙（2011 年 3 月 14 日）。
30 　前掲『防災に関してとった措置の概況・平成 23 年度の防災に関する計画〔第 177 回国会（常会）提出〕』
35 頁。
31 　ここでの被災地の生活必需品不足についての叙述は，『朝日新聞』（2011 年 3 月 14 日），同紙（2011 年 3 月
15 日），同紙（2011 年 3 月 17 日）などによる。
32 　ここでの物資と生産の停滞に関する叙述は，『朝日新聞』（2011 年 3 月 17 日），前掲『防災に関してとった
措置の概況・平成 23 年度の防災に関する計画〔第 177 回国会（常会）提出〕』30 ～ 39 頁などによる。
33 　ここでの避難所などへの配送の遅れに関する叙述は，前掲『朝日新聞』（2011 年 3 月 17 日）による。
34 　『日本経済新聞』（2011 年 3 月 15 日，近畿 B），『日経 MJ』（2011 年 3 月 18 日），『日本経済新聞』（2011 年
3 月 19 日夕刊）。
35　『日経 MJ』（2011 年 3 月 18 日）。
36　同紙同号。
37　同紙（2011 年 4 月 6 日）。
38 　前掲『防災に関してとった措置の概況・平成 23 年度の防災に関する計画〔第 177 回国会（常会）提出〕』
24 頁。
39 　前掲『平成 23 年（2
（ママ）
011 年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について』（緊急対策本部，平成 30
年 3 月 5 日（17：00））13 頁。
40 　前掲『防災に関してとった措置の概況・平成 23 年度の防災に関する計画〔第 177 回国会（常会）提出〕』
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41　『朝日新聞』（2011 年 3 月 17 日），同紙（2011 年 3 月 17 日夕刊）。
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The East Japan Great Earthquake Disaster and the Emergency Response 
and Preparedness of Manufacturers, Wholesalers and Retailers of  
Daily Necessities
The conclusions of this paper on the East Japan Great Earthquake disaster and the 
emergency responses of government, manufacturers, wholesalers, and retailers of daily 
necessities are as follows. 
First, the magnitude and scale of the East Japan Great Earthquake resulted in a high 
human death toll. The earthquake and nuclear plant accident that followed destroyed the 
homes of many people who lived nearby. Transportation routes and critical infrastructure 
were disrupted, which caused an interruption in the supply of daily necessities. The central 
and local governments immediately carried out emergency support measures with the help 
of private companies. However, the government’s measures were not immediately effective. 
The voluntary support efforts of private manufacturers, wholesalers and retailers, were 
essential to the recovery.
Second, manufacturers believed that restoring the production of daily necessities should be 
prioritized, even though their own systems of production and distribution had been 
damaged. Consequently, many manufacturers transferred their production to different 
plants and established alternative distribution avenues to supplement the damaged systems 
so as to continue the production and distribution of essential necessities. This shift was 
possible simply because the manufacturers were able to decentralize both production and 
distribution bases around the whole country. Furthermore, manufacturers supported the 
distribution of daily necessities to victims as much as possible through trade associations as 
well as the central and local governments. Some manufacturers carried out financial support 
in the form of matching gift contributions. However, the manufacturers’ contributions of 
supplies and money were not immediately made available to the victims.
Third, retailers and organizations with a retail function near consumers for the purpose of 
providing them with daily necessities without interruption required both time and space. 
First of all they tried to supply consumers with their existing stock of daily necessities by 
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utilizing their broad managerial network. At the time of the on-site delivery, the knowledge 
of the store managers and employees, who were aware of the local situation and 
consumption, facilitated the circulation of information companywide.
Fourth, wholesalers whose corporate base had suffered from the effects of the earthquake 
also tried to rebuild their operations. It was found that national wholesalers were able to 
supplement their facility’s supply function that had been interrupted immediately after the 
earthquake by using alternative facilities.
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